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周防大島町行政改革実施計画の達成状況

実施計画
項目件数

割合
（％）

Ａ
　一定の成果を得た項目
　（当初の目標を達成した項目） 11 28.9%

Ｂ
　計画の一部を実施した項目
　（実施はしているが目標を達成していない項目） 25 65.8%

Ｃ
　現在、継続して取組中である項目
　（現在も調査・検討・計画策定中など実施にいたってない項目） 2 5.3%

Ｄ
　目標達成が困難な項目
　（当初の計画のとおり取組を進めることが適当でない項目） 0 0.0%

38 100.0%

達成状況

合計
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周防大島町行政改革実施計画の達成状況一覧
実施計画
項目番号

実施項目 担当課 達成状況

(1) 　財政健全化計画の策定 財政課 Ａ
(2) 　給与の適正化 総務課 Ａ
(3) 　補助金等の見直し 財政課 Ｂ
(4) 　適正な自主財源の確保（町税、国民健康保険税） 税務課 Ｂ
(4) 　適正な自主財源の確保（介護保険料） 介護保険課 Ｂ
(4) 　適正な自主財源の確保（住宅使用料） 生活衛生課 Ｂ
(4) 　適正な自主財源の確保(保育料) 福祉課 Ｂ
(4) 　適正な自主財源の確保（上下水道使用料） 上下水道課 Ｂ
(4) 　適正な自主財源の確保（下水道加入率） 上下水道課 Ｂ
(5) 　イベントの見直し 該当する全課 Ｂ
(6) 　企業会計手法による財務分析の導入（一般会計） 財政課 Ａ
(7) 　消耗品管理の一元化 財政課 Ｂ
(8) 　受益者負担の適正化（介護保険料） 介護保険課 Ｂ
(8) 　受益者負担の適正化（国民健康保険税） 健康増進課 Ａ
(8) 　受益者負担の適正化(保育料) 福祉課 Ｂ
(8) 　受益者負担の適正化(上下水道使用料) 上下水道課 Ｂ
(9) 　定員適正化の推進 総務課 Ａ
(10) 　公共工事コストの縮減 契約監理課 Ｂ
(11) 　ホームページの充実 政策企画課 Ｂ
(12) 　住民協働によるまちづくり 政策企画課 Ｂ
(13) 　男女共同参画の推進 政策企画課 Ｂ
(14) 　パブリックコメント制度の活用 政策企画課 Ｂ
(15) 　行政評価システムの導入 財政課 Ｂ
(16) 　人材育成基本方針の策定 総務課 Ａ
(17) 　目標管理制度の導入 総務課 Ｃ
(18) 　人事評価システムの導入 総務課 Ｂ
(19) 　職員提案制度の導入 政策企画課 Ｂ
(20) 　庁舎機能の見直し（支所機能の見直し） 総務課 Ｂ
(21) 　外郭団体の見直し 該当する全課 Ｂ
(22) 　職員流動体制の導入 総務課 Ｃ
(23) 　公共料金納付窓口の拡大 会計課 Ｂ
(24) 　窓口サービスの向上 総合支所 Ａ
(25) 　事務のマニュアル化の推進 総合支所 Ａ
(26) 　環境負荷低減活動の推進 総務課 Ｂ
(27) 　ごみの減量化、再資源化の推進 生活衛生課 Ａ
(28) 　公共施設適正配置指針の策定及び公共施設等の経営健全化 総務課 Ｂ
(29) 　指定管理者制度の導入（全体調整） 総務課 Ａ
(30) 　電子役場の構築 政策企画課 Ａ
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Ｈ２２

95.0%

14.0%

0.2 0.18

600,000

22,000,000

達成状況

A  策定済Ｈ２２

Ｈ２２
(目標)

Ｈ２０ 　策定済

　平成18年3月、財政健全化計画を策定し、議会に報告を行いました。Ｈ１７

Ｈ１８

1,310,723

14.8

　歳入に見合った歳出を基本に、中長期的にめざすべき財政指標の目標値を設定
し、適正な自主財源の確保、事務事業や補助金の見直しや整理統合による経常経費
の削減、公共事業の重点化、過去の借金の元利払いを除いた支出額と、地方債など
の発行によって得る分を除いた収入額の差額により支出と収入のバランスを表す、
プライマリーバランス（基礎的財政収支）の黒字を維持するための町債発行の抑制
など、その達成に向けた財政健全化計画を策定します。
　

　　　　　　　　　　　　　(各年度の実績は計画期間の欄にゴシック体で記入)

22,824,333

92.1

15.5

0.21

Ｈ２０

　自主自立の周防大島まちづくりを支える行財政基盤の確立

１　財政健全化計画の策定 (1) 　財政健全化計画の策定

取 組 内 容 効 果 Ｈ１７
計画期間（実績）

財政健全化

Ｈ２１Ｈ１９

99.2

13.7

0.210.21

年度末財政調整基金残高（千円）

95.2経常収支比率（％）

年度末起債残高（千円）

1,223,002 1,653,636

98.8

15.7% 15.6起債制限比率（％）

　策定済

15.2%

99.6% 99.6%

財政力指数

これまでの取組内容及び成果 今後の取り組み

25,085,73325,714,706

0.16

647,171

0.18 0.19

26,259,480 25,483,299 23,623,380

1,471,592

Ｈ１８

1,123,002

Ｈ１９ 　策定済

Ｈ２１ 　策定済

　財政状況を勘案し、随時計画を見直し財政健全化を図ります。

策定
推進
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達成状況

Ａ

達成状況

Ｂ

　国と同様50年ぶりの給与構造の抜本的な改革を行い、併せて懸案であった旧町間の給与体
系の調整に着手しました。

　旧町間の給与体系の調整方策を協議しました。

１　財政健全化計画の策定

Ｈ２１

Ｈ２０

Ｈ１７

Ｈ１８

Ｈ２１

(4)

　自家用車等使用の場合の通勤手当を一律２０％減額を継続しました。
　持家にかかる住居手当を廃止しました。

Ｈ１８

Ｈ１７

Ｈ２２

効 果

　持ち家にかかる住居手当を新築・購入後５年間に限ることとしました。
　自家用車等使用の場合の通勤手当を一律２０％減額しました。

今後の取り組み

Ｈ２０

　補助金等の見直し

　引き続き各種団体において補助金、負担金の精査縮減を行っている。

　適正な自主財源の確保

　国公準拠の原則を堅持していきます。

計 画 期 間

安定した財政基盤の確立及び負担の
公平性の確保。

　自家用車等使用の場合の通勤手当を一律２０％減額を継続しました。

　給与の適正化

計 画 期 間

Ｈ２２Ｈ２０

職責に応じた給与水準による人件費
総額の適正化

これまでの取組内容及び成果

Ｈ１９

Ｈ１７

(2)

Ｈ２２ 　自家用車等使用の場合の通勤手当を一律２０％減額を継続しました。

１　財政健全化計画の策定 (3)

　全ての補助金等を対象に、役割や有効性等の観点から見直し、廃止、削減、重点
配分といった、制度の整理・合理化を通じて経営資源（財源）の有効活用を図りま
す。

取 組 内 容

これまでの取組内容及び成果

　旧町の給与体系の調整を行いながら、国公準拠の原則を踏まえ、昇給停止等の高
齢者対策の実施等を検討しながら給与水準の適正化に配慮します。
　特殊勤務手当についても、日常的かつ職種手当的なものは廃止し、非日常的な特
殊な勤務従事に限定することで見直しを行います。

Ｈ１９ Ｈ２０

Ｈ１８

　国公準拠の原則を堅持していきます。

Ｈ１９ Ｈ２１

Ｈ２２
取 組 内 容 効 果

　財政課において、5月から9月にかけて関係各課の負担金、補助金等の目的、効果、今後の
あり方について検討を行い、12月には、検討結果に基づき予算要求を行いました。また、建
設課所管の負担金について柳井市の各種団体への負担金の実態を調査し、社会教育課所管の
婦人会補助金の見直しを行いました。

Ｈ２１

　検討委員会を設置し、補助金等の内容を精査する予定です。また、建設課が負担金を支
出している全１６団体のうち、脱会可能な２団体から脱会する予定です。

　建設課が負担金を支出している１４団体のうち、２団体から徴収停止の報告を受けまし
た。

　Ｈ20までに見直しを行ってきました。

１　財政健全化計画の策定

今後の取り組み

　補助・負担金の内容を精査し、３団体から脱会すると共に、補助・負担金を約３６０万円
減額しました。

Ｈ１９

Ｈ１７
Ｈ１８

給与体系調整

給与制度の検討・見直し

調査・検討 段階的に実施
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Ｈ２２

98.2%

99.0%

97.5%

98.05%

99.6%

96.0%

99.8%

99.9%

80.0%

【数値目標】

【数値目標】

98.2%

公共下水道等の加入率向上

96.8%96.3%

98.7%町県民税

98.2%

96.9%

【15年度数値】

98.4%

70.8%56.1%58.3%

○　加入率向上
　個別調査等により、未接続の理由を把握しながら加入を推進します。

普及率 16.5%

98.1%

98.0%

99.8%

96.5%

98.7%

97.7%

93.8%

96.6%

99.2%全体 99.3%

収納率

　三位一体の改革に伴う国庫補助金や地方交付税の削減は大きな痛手となってお
り、自主自立のまちづくりを進めるためには、できる限り自主財源の確保に努める
必要があります。
　納税秩序の維持と公平性の実現及び自主財源確保に向けて、課税客体の適正な把
握、町税等の収入の確保を図ります。また、公共下水道等の加入率向上を図り、財
源確保に努めます。

　安定した財政基盤の確立及び負担
の公平性の確保。

96.7%

特別徴収 　　　　   　　 100%
普通徴収 （94.6）　　　 93.8%

下水

固定資産税

軽自動車税

98.1%

98.7%98.6%

98.2%98.4% 98.4%

96.2% 94.1%

99.5% 99.6%

98.1%97.9%

○　介護保険料
催告・督促を強化し、介護保険料未納期間による不利益等の説明を通じて収納率向
上を図ります。

96.8%

100%
93.9%

96.0% 94.2%

99.4% 99.4%

98.4%

Ｈ２２
(目標)

取 組 内 容
Ｈ２０

加入率

Ｈ１７
計画期間（実績）

Ｈ１９ Ｈ２１
効 果

Ｈ１８

97.5%97.5%

町税等の収入の確保

67.3%

91.6%

【16年度数値】

○　町税
催告・督促の強化及び休日・夜間徴収実施、口座振替推進、分割納付などにより収
納率向上を図ります。

○　国民健康保険税
催告・督促の強化及び休日・夜間徴収実施、口座振替推進、分割納付などにより収
納率向上を図ります。

98.6%98.9%

○　その他の使用料（住宅・上下水道使用料、保育料等）
催告・督促の強化及び休日・夜間徴収実施、口座振替推進、分割納付などにより収
納率向上を図ります。

33.9% 35.8%

67.1%

28.9%

92.6%

97.6%

19.4%

97.5%

97.6%

68.2%

上水

91.8%

36.5%

住宅 91.9% 93.1%

実施

実施

実施

実施

実施
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達成状況

Ｂ

○滞納システムの有効利用を図り、事務の迅速化及び情報の共有化を図りました。
○定期的に督促状・催告書を発送しました。
○滞納世帯の実態把握に努め、特殊事情により納税困難場合、徴収猶予等の納税緩和を図り
ました。
○悪質滞納者への差押等を実施しました。
○マル公対応納付書への変更を実施しました。

Ｈ２２

Ｈ２１

○税の公平・公正の確保に努めます。
○滞納整理事務の移行に伴い、職員の資質の向上は必要不可欠であり、今後は職員研修の
充実を行います。
○関係各課との連携を密にし、支払督促・滞納処分までの進行管理を強化します。
○滞納整理事務の強化を図るため、滞納繰越分の口座振替納付への移行を促し、臨戸徴収
の軽減を図ります。
○実態調査、財産調査を実施し、滞納者の実態に即した滞納処分を行います。
○マル公対応納付書へ変更を図ります。

Ｈ１８

○税の公平・公正の確保に努めます。
○滞納整理事務の移行に伴い、職員の資質の向上は必要不可欠であり、今後は職
員研修の充実を行います。
○関係各課との連携を密にし、支払督促・滞納処分までの進行管理を強化しま
す。
○実態調査、財産調査を実施し、滞納者の実態に即した滞納処分を行います。

Ｈ１７

○滞納整理事務の移行に伴い、職員の資質の向上は必要不可欠であり、今後は職員研修の
充実を行います。
○関係各課との連携を密にし、滞納処分までの進行管理を強化します。
○滞納整理事務の強化を図るため、滞納繰越分の口座振替納付への移行を促し、臨戸徴収
の軽減を図ります。
○実態調査、財産調査を実施し、滞納者の実態に即した滞納処分を行います。

○税の公平・公正の確保に努めます。
○滞納整理事務の移行に伴い、職員の資質の向上は必要不可欠であり、今後は職員研修の
充実を行います。
○関係各課との連携を密にし、支払督促・滞納処分までの進行管理を強化します。
○滞納整理事務の強化を図るため、滞納繰越分の口座振替納付への移行を促し、臨戸徴収
の軽減を図ります。
○実態調査、財産調査を実施し、滞納者の実態に即した滞納処分を行います。

○滞納システムの有効利用を図り、事務の迅速化及び情報の共有化を図りました。
○定期的に督促状・催告書を発送した。
○滞納世帯の実態把握に努め、特殊事情により納税困難場合、徴収猶予等の納税緩和を図り
ました。
○悪質滞納者への差押や捜索を実施しました。

Ｈ１９

○滞納システムの有効利用を図り、事務の迅速化を図りました。
○定期的に督促状・催告書を発送した。
○滞納世帯の実態把握に努め、特殊事情により納税困難場合、徴収猶予等の納税緩和を図り
ました。
○悪質滞納者への差押えを実施しました。

今後の取り組み（町税・国民健康保険税）これまでの取組内容及び成果（町税・国民健康保険税）

○督促状・催告書の発送を定期的に行いました。
○滞納分は主として整理組合が実施していたので、臨戸徴収及び電話催告を　現年度分を中
心に徴収を行いました。
○納税相談を実施し、滞納者の実態に即し、納税誓約書、納税猶予等の措置を行いました。
○臨戸・電話催告等により、納税への理解と納付誓約による定期的納入を促進しました。

○滞納システムの有効利用を図り、事務の迅速化及び情報の共有化を図りました。
○定期的に督促状・催告書を発送した。
○滞納世帯の実態把握に努め、特殊事情により納税困難場合、徴収猶予等の納税緩和を図り
ました。
○悪質滞納者への差押や捜索を実施しました。

Ｈ２０

○滞納整理事務をより的確に進めるため滞納システムを導入し、有効利用を図りました。
○督促状・催告書の発送を定期的に行いました。
○整理組合の解散に伴う事務及び臨戸徴収等の移行処理を行い、過年度分も含めて臨戸徴収
及び電話催告を行いました。
○納税相談を実施し、納税者の実態に即し、納付誓約等の処理を行いました。
○高額滞納者に対し、最終催告書の送付及び実態調査を通じて、滞納処分への事務処理を行
い、２件の差押えを行いました。
○整理組合から町への移行の徹底と滞納システムの効率的活用により滞納者への対応が迅速
に行えるようになりました。
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Ｈ２０

●取組内容
○窓口・電話及び各種集会での制度説明
　・保険料設定の考え方
　・年金引落しの仕組み
　・未納期間によるサービス利用制限
○徴収体制の強化
　・税務課滞納徴収班と連携した取組み
○徴収方法の確立
　・口座振替の促進
　・分割納付の促進
○徴収の強化
　・現年度未納者への早期対応と月別進行管理の徹底
　・未納者に対する督促状の送付（毎月）
　・滞納者に対する催告書の送付(5,8,11月)
　・徴収強化月間の設定（9，12月）

これまでの取組内容及び成果（介護保険料）

○各種集会への出前講座を実施しました。
○未納者に対して電話催告や臨戸徴収を強化しました。

Ｈ１９

●取組内容
○窓口・電話及び各種集会での制度説明
　・保険料設定の考え方
　・年金引落しの仕組み
　・未納期間によるサービス利用制限
○徴収体制の強化
　・税務課滞納徴収班と連携した取組み
○徴収方法の確立
　・口座振替の促進
　・分割納付の促進
○徴収の強化
　・現年度未納者への早期対応と月別進行管理の徹底
　・未納者に対する督促状の送付（毎月）
　・滞納者に対する催告書の送付(5,8,11月)
　・徴収強化月間の設定（9，12月）

今後の取り組み（介護保険料）

○出前講座や広報誌により啓発を行います。
○税務課との連携や滞納整理システムの有効活用により徴収体制を強化します。
○口座振替や分割納付を促進します。
○特別徴収対象者の捕捉回数を増やすことにより、特別徴収（年金天引き）の範囲を拡大
します。
○収納について私人委託（コンビニ等）を検討します。

Ｈ１８

Ｈ１７

以下の取組を行いました。
○窓口・電話及び各種集会での制度説明
　・保険料設定の考え方
　・年金引落しの仕組み
　・未納期間によるサービス利用制限
○徴収体制の整備
　・滞納整理システムの導入
○徴収方法の確立
　・口座振替の促進
　・分割納付の促進
○徴収の強化
　・現年度未納者への早期対応と月別進行管理の徹底
　・未納者に対する督促状の送付（毎月）
　・滞納者に対する催告書の送付(5,8,11月)
　・徴収強化月間の設定（9，12月）
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達成状況

Ｂ

達成状況

Ｂ

Ｈ２１

Ｈ２２

●取組内容
○窓口・電話での制度説明
　・保険料設定の考え方
　・年金引落しの仕組み
　・未納期間によるサービス利用制限
○徴収体制の強化
　・税務課滞納徴収班と連携した取組み
○徴収方法の確立
　・口座振替の促進
　・分割納付の促進
○徴収の強化
　・現年度未納者への早期対応と月別進行管理の徹底
　・未納者に対する督促状の送付（毎月）
　・滞納者に対する催告書の送付(9,1月)

Ｈ２０

●取組内容
○窓口・電話及び各種集会等での制度説明
　・保険料設定の考え方
　・年金引落しの仕組み
　・未納期間によるサービス利用制限
  ・保険料、サービス等の制度の周知用パンフレットを作成し、世帯に配布
○徴収体制の強化
　・税務課滞納徴収班と連携した取組み
○徴収方法の確立
　・口座振替の促進
　・分割納付の促進
○徴収の強化
　・現年度未納者への早期対応と月別進行管理の徹底
　・未納者に対する督促状の送付（毎月）
　・滞納者に対する催告書の送付(5,8,11月)
　・徴収強化月間の設定（9，12月）

Ｈ１９
　「周防大島町住宅家賃等の督促等事務処理要綱」にそって、滞納者対策を進めました。特
に、新たな滞納を出さないよう事務処理を行いました。

Ｈ１８

　徴収対策班と協力して、滞納０をめざします。

　徴収対策班と協力して、滞納０をめざします。

　平成１８年８月２８日付で「周防大島町住宅家賃等の督促等事務処理要綱」を定め、税務
課徴収班と協力して事務処理を進めました。

　徴収対策班と協力して、滞納０をめざします。

　徴収対策班と協力して、滞納０をめざします。

Ｈ２２

　滞納者へ毎月督促状及び催告書を送付するとともに、悪質滞納者に対し、税務課徴収班・
上下水道課管理班と協力して臨戸訪問を実施しました。

Ｈ２１
　滞納者へ毎月督促状及び催告書を送付するとともに、悪質滞納者に対し、連帯保証人への
納付指導依頼書送付や個別訪問等の事務処理を行いました。

　滞納者へ毎月督促状及び催告書を送付するとともに、悪質滞納者に対し、連帯保証人への
納付指導依頼書送付や臨戸訪問指導を行いました。

これまでの取組内容及び成果(住宅使用料)

Ｈ１７

今後の取り組み(住宅使用料)

　滞納者に対し、電話による納付指導や戸別訪問等により徴収をしました。
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達成状況

Ｂ

達成状況

Ｂ

達成状況

Ｂ

Ｈ２２

Ｈ２０

今後の取り組み（保育料）

　税務課を中心に滞納システムを導入しました。Ｈ１８

これまでの取組内容及び成果（保育料）

　滞納者への督促状の送付、訪問による納付勧奨及び電話連絡による催促。滞納者に配慮し
た納付方法、指導等を実施。

　税務課徴収班との協力、保育園との連携により滞納収納に努めます。

　滞納システムを活用し、滞納者の収納に努めます。

　税務課徴収班との協力、保育園との連携により滞納収納に努めます。

　滞納者に対し、誓約書の提出と督促状の送付。

　滞納者への督促状及び催告書（税務課徴収班による）の送付。滞納者に配慮した納付方
法、指導等を実施。

　供用開始地区説明会（12地区）、広報紙等で加入の呼びかけ（３回）を実施しました。
（普及率28.9％、加入率58.3％）

Ｈ１７

　建設工事の早期完成、早期の供用開始を図り普及率の向上に努めるとともに、
下水道接続の加入を推進します。

　水道大口滞納者への納付指導を実施、過年度滞納7,100,702円を徴収しました。現年度分
徴収率97.72%

　建設工事の早期完成、早期供用開始及び加入率の向上を図り、使用料収入を確保して経
営の健全化をめざします。　供用開始地区説明会（３地区）、広報紙等で加入の呼びかけ（２回）を実施しました。

（普及率33.9％、水洗化率56.1％）

Ｈ２１
　供用開始区域及び加入の呼びかけ等を広報紙等で実施しました。
（普及率36.5％、水洗化率70.8％）

　徴収対策班と協力して、滞納０をめざします。

　税務課徴収対策班及び生活衛生課公営住宅班と協力し、過年度滞納分の徴収を実施しまし
た。水道料等の過滞納分4,829,911円(1月末現在)を徴収。

　滞納システムを活用し、保育園とも連携しながら滞納収納に努めます。

　税務課徴収対策班及び生活衛生課公営住宅班と協力し、過年度滞納分の徴収を実施しまし
た。水道料等の過滞納分4,589,032円(1月末現在)を徴収。

　供用開始地区内戸別訪問説明及び広報紙等で加入の呼びかけ（２回）を実施しました。
（普及率35.8％、水洗化率67.1％）

　税務課徴収対策班及び生活衛生課公営住宅班と協力し、過年度滞納分の徴収を実施。水道
等使用料（水道＋公共下水＋農俳＋漁俳）の過年度滞納分5,289千円(1月末現在)を徴収。

　引き続き、徴収努力に努めます。

今後の取り組み（上下水道使用料）

　供用開始地区説明会（２地区）、広報紙等で加入の呼びかけ（２回）を実施しました。
（普及率19.4％、加入率67.3％）

Ｈ１７

　督促状の送付を行い、滞納者に配慮した納付方法、指導等を実施。

Ｈ１９

Ｈ２１

Ｈ２２

Ｈ１８

Ｈ２０

Ｈ１９

Ｈ２２

　次のとおりの取組を行った。
　・供用開始地区において説明会（秋地区）を実施した。
　・供用開始区域拡大の周知や下水接続加入の呼びかけ等を広報紙等で実施した。
　・生活排水処理に関するアンケート調査（下水道供用開始地区及び離島を除く）を実施。
　・下水道事業説明会（４箇所）を実施した。

(5)

Ｈ１９
　税務課徴収対策班と協力し、過年度滞納の徴収を実施しました。水道料過年度滞納
3,221,258円を徴収。

これまでの取組内容及び成果（上下水道使用料）

これまでの取組内容及び成果（公共下水道等の加入率向上）

　税務課徴収対策班と協力し、過年度滞納の徴収を実施しました。水道料過年度滞納
2,629,949円を徴収。

Ｈ２１

Ｈ２０

Ｈ１８

１　財政健全化計画の策定 　イベントの見直し

今後の取り組み（公共下水道等の加入率向上）

Ｈ１７ 　引き続き滞納がないように努めます。
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達成状況

Ｂ

予算や人的資源の節減
重点化によるイベントの活性化。

　スポーツ行事の見直しを行い、地区主催行事、教育委員会主催行事別に整理し、関連行事
を統合しました。（橘地区武道大会を教育委員会主催行事に統合）

　地区イベントの運営についてはなるべく住民主体の運営とし、地域の特色ある取り組み
として開催できるよう推進します。また、現在継続的に開催している大規模スポーツイベ
ントについては、住民の視点に立って検討を行います。

Ｈ２１
Ｈ１７

計 画 期 間

Ｈ２２Ｈ２０
効 果

今後の取り組みこれまでの取組内容及び成果

Ｈ２０

Ｈ２１

Ｈ１７

Ｈ１８
取 組 内 容

　平成23年度を予定している教育支所改革までに、スポーツイベント公民館のあり方等に
ついて検討を行います。Ｈ１９

　文化祭行事の準備、運営を住民協働で行いました。Ｈ１８

　イベントは行政目的を達成するための手段であるという観点から、目標、プロセ
ス、必要性や効果を評価して、その見直し結果を次のイベントに反映し、効果を高
めます。
　イベントの、中止、統合、NPO等との協働などいろいろな方法も検討しながら見
直しを行い、目的や成果の達成をめざすとともに、参加者、生活者の視点でイベン
トのやり方を根本的に改革します。

　「お大師堂めぐり歩け歩け大会」のイベント事務を周防大島町観光協会へ移管しました。

　体育協会の法人化、町全体のスポーツイベントのあり方について検討しました。

Ｈ１９

　お大師堂めぐり歩け歩け大会、周防大島花火大会、周防大島ふるさと・くか夏まつり大会
の内容を充実し、誘客を図りました。

　見直した、イベントはありませんでした。Ｈ２２

調査・見直し
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達成状況

Ａ

取 組 内 容

Ｈ２０

Ｈ２０

Ｈ２２

Ｈ１９

Ｈ１８

Ｈ１８ Ｈ２１

今後の取り組み

Ｈ２２

１　財政健全化計画の策定

　新地方公会計制度研究会報告書に基づき、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計
算書、資金収支計算書の作成について研究を行いました。

　企業会計手法による財務分析の導入

Ｈ１９

Ｈ２１
　公会計整備のため、公有財産適正管理基本方針を作成しました。
　年度末に４財務諸表を作成します。

　財務諸表等の作成、公表を行いました。

行政の効率化、財政の健全化及び財
務運営の効率性・透明性の確保。

計 画 期 間

(6)

これまでの取組内容及び成果

　新地方公会計制度研究会報告書に基づき、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計
算書、資金収支計算書の作成について研究を行いました。

　現行の予算制度は、地方自治法に基づき単年度の収入・支出を現金の動きとし
て、現金主義の単式簿記により予算・決算の手続きを行なっています。このため、
これまでに蓄積してきた資産の構成や、将来負担しなければならない負債などのス
トック情報はわかりにくいものになっています。そこで、企業会計的手法を活用
し、財政状況をストック面から明らかにするため、国から示された基準に準拠して
バランスシ－トと行政コスト計算書を作成します。
　これにより、財産（資産）、借金（負債）などのストック情報を一覧にしたり、
一年間の行政サービスに要した費用を明らかにすることなどで、新たな角度から財
政状況を把握するとともに、その状況を公表し、公正で透明性の向上をめざしま
す。

　公会計整備のため各関係課に固定資産の調査を依頼し集計作業を実施します。

　一般会計についてバランスシートを試作しました。

効 果

　平成22年度までに４財務諸表の作成、公表に努めます。

Ｈ１７

Ｈ１７

一般会計
策定・公表、実施

調査・検討

特別会計
策定・公表、実施

調査・検討
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達成状況

Ｂ

Ｈ１７

１　財政健全化計画の策定

Ｈ１８ Ｈ２１

　需用費のうち一部は一元管理へ移行したが、消耗品については未だ検討中です。

これまでの取組内容及び成果

　消耗品等の一元管理の手法について検討しました。
　現在の庁舎形態では一元管理についての効果は希薄と判断。今後の職員減、本庁方式へ
の移行等を踏まえ再検討を行います。
　ただし、コピー用紙等統一規格で大量購入を行う物品については競争入札による購入を
検討します。

Ｈ１７

効 果

Ｈ２２

Ｈ１８

計 画 期 間

経常経費削減による、財政の健全
化。

Ｈ１８
効 果

安定した財政基盤の確立及び負担の
公平性の確保。

今後の取り組み（介護保険料）

○以下に留意して、介護保険料を改定しました。（6.9％アップ）
※所得の低い人の負担を抑えるために、現行の第２段階を細分化し、新たな階層を創設しま
した。
※　地方税法の改正により、保険料段階が上昇する人に対して激変緩和措置を講じました。

Ｈ１８

これまでの取組内容及び成果（介護保険料）

Ｈ１９
　「第３期介護保険事業計画」のサービス費用見込額と実際の給付額を比較検証しながら、
適正な保険料の把握に努めました。

計 画 期 間

Ｈ２２Ｈ２０

(8)

　「第３期介護保険事業計画」を策定し、今後３年間のサービス費用見込額に基づく保険料
を算定しました。

取 組 内 容

Ｈ１９

Ｈ２０

２　受益者負担の適正化

Ｈ２１

(7)

Ｈ１９ Ｈ２０

　消耗品管理の一元化

　各課で発注・管理していた消耗品を一課での発注・管理に変更することで、適正
な在庫量と事務の効率化を図ります。

Ｈ１７

取 組 内 容

Ｈ２１Ｈ１９

　「第３期介護保険事業計画」のサービス費用見込額と実際の給付額を比較検証しなが
ら、適正な保険料の把握に努めます。

　検討中です。

Ｈ１７

Ｈ２２

　保育料、上下水道使用料等、使用料・手数料等の受益者負担について、営業費用
（人件費、修繕費、減価償却費等）と資本費用（支払利息、資産維持費）を合計し
た総括原価と、それに見合う料金のあり方について見直し、住民の理解を得ながら
適正な料金改定を行います。また、国民健康保険税等に就いても、低所得者等への
負担割合の軽減等に配慮して見直しを行います。（法令等で、受益者負担の基準が
定められている施設を除く。）

　消耗品等の一元管理の手法について検討しました。

　受益者負担の適正化

　消耗品等の一元管理の手法について検討しました。

　検討中です

今後の取り組み

調査・検討

段階的に実施

実施
調査・検討
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達成状況

Ｂ

これまでの取組内容及び成果（国民健康保険税）

Ｈ１７

Ｈ２０

○地方税法の改正により保険料段階が上昇する人に対して、激変緩和措置を継続しました。
○「第３期介護保険事業計画」のサービス費用見込額と実際の給付額を比較検証しながら、
適正な保険料の把握に努めました。
○「第４期介護保険事業計画」を策定し、今後３年間のサービス費用見込額に基づく保険料
を推計しました。

改定なし

Ｈ１８

　国民健康保険運営協議会の改選に伴い、公益代表委員の選出を公正性を高めた選出方法に改めた。
平成20年度国民健康保険税から税率を改定しました。
○国保医療分
①所得割（改正前：7.9％➞改正後：4.0％）　　　②資産割（改正前：38.0％➞改正後：26.0％）
③均等割（改正前：21,800円➞改正後：13,800円）④平等割（改正前：22,000円➞改正後：13,800円）(※賦課限度額：改正前：56万円➞改正後：47万円)
○後期高齢者支援分（新設）
①所得割（3.9％）　　　②資産割（12.0％）　　③均等割（8,000円）　④平等割（8,200円）（※賦課限度額：12万円）
○国保介護分（改正なし）
①所得割（1.6％）　　　②資産割（10.0％）　　③均等割（6,000円）　④平等割（6,200円）（※賦課限度額：9万円）

第４期介護保険事業計画に基づき、被保険者の負担能力に応じた、よりきめ細やかな段階
を設定して保険料の改定を行います。

Ｈ２０

今後の取り組み（国民健康保険税）

Ｈ１９

　「医療費の抑制に引き続き努力をしていただきたい。」との意見と共に、諮問どおりの
答申があり、３月定例町議会で議決がなされました。
○生活習慣病の予防に全力を！（健康づくりの推進）
○国保税の滞納は不公平とならないように！（滞納整理の促進、保険証の短期証・資格
証）
○軽減制度（２割・５割・７割軽減）
低所得者の負担軽減を図るため、所得が一定額以下の場合は、その納税義務者の被保険者
均等割額または世帯別平等割額を政令で定める基準に従って、町条例で定めるところによ
り減額することとされています。

平成18年度国民健康保険税から税率を改定しました。
○国保医療分（軽減制度（２割・５割・７割軽減）
①所得割（改正前：6.5％➞改正後：7.9％）　　　②資産割（改正前：23.0％➞改正後：38.0％）
③均等割（改正前：17,400円➞改正後：21,800円）④平等割（改正前：18,300円➞改正後：22,000円）(※賦課限度額：改正前：53万円➞改正後：53万円)
○国保介護分
①所得割（改正前：0.9％➞改正後：1.6％）　　　②資産割（改正前：10.0％➞改正後：10.0％）
③均等割（改正前：5,500円➞改正後：6,000円）　④平等割（改正前：5,500円➞改正後：6,200円）（※賦課限度額：改正前：8万円➞改正後：9万円）

Ｈ２１

○以下に留意して、介護保険料の改定を行いました。（17.6％アップ）
※所得の低い人の負担を抑えるために、現行の第４段階を細分化し、特例第４段階を創設し
ました。
※課税層の弾力化を図るために、第５段階の細分化を行い新たに第６段階を創設し、７段階
としました。

「第４期介護保険事業計画」のサービス費用見込額と実際の給付額を比較検証しながら、
適正な保険料の把握に努めます。

　合併後の国民健康保険税の取扱いについては、地方税の取扱について（協定項目８）提案
されており、国民健康保険税の税率及び納期について合併時に統一されました。（ただし税
率については応益割合及び介護納付金額を考慮しながら、負担公平の原則に立ち、急激な負
担増かとならないように調整に努めるものとしました。）
以下のとおり、受益者負担の適正化について検討を行いました。
（平成16年度）
・17年3月7日：平成16年度第１回周防大島町国民健康保険運営協議会：運営協議会（委員12
名で構成）にて、国保税の税率等について現状等説明。
（平成17年度）
・18年1月13日：平成17年度第１回周防大島町国民健康保険運営協議会：国保財政が厳しい
状況であるため、税率の引上げが必要。
・18年2月9日：平成17年度第２回周防大島町国民健康保険運営協議会：税制改正を諮問（平
成18年2月3日）し、同内容による答申。

　「第４期介護保険事業計画」のサービス費用見込額と実際の給付額を比較検証しながら、
適正な保険料の把握に努めました。

Ｈ２２

Ｈ２１

　平成21年度国民健康保険税から限度額を一部改定しました。
○国保医療分　改定なし
○後期高齢者支援分　改定なし
○国保介護分　賦課限度額　9万円→10万円
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達成状況

Ａ

達成状況

Ｂ

達成状況

Ｂ

　下水道使用料検討協議会において、適正な下水道使用料について検討します。

Ｈ１９

　合併時すりあわせた、旧４町の一番安い額を各階層とも適用しています。Ｈ１７ 　引き続き適正な保育料を検討していきます。

Ｈ１７

今後の取り組み（上下水道使用料）

Ｈ２１

これまでの取組内容及び成果（上下水道使用料）

Ｈ２２
　町の基準額表に第８階層を新設。徴収金額については、国の徴収基準額の倍率を基に算
定。

　定率減税廃止に伴い、基準額表の一部改正。徴収金額については変更なし。

Ｈ１８

これまでの取組内容及び成果（保育料）

　適正な保育単価にするため、保育料徴収基準額表の見直しについて引き続き検討する。

Ｈ２１

　水道料金改定のために、給水単価検討協議会を設置して検討を行いました。

　給水単価検討協議会から答申を受け、平成19年4月から水道料金の改定を決定しました。
　また、下水道使用料改定のために、下水道使用料検討協議会を設置して検討を行いまし
た。

Ｈ１８

　給水単価検討協議会委員について再委嘱（H20年11月1日から3年間）をお願いし、安定的
な給水単価を維持するために給水単価の改定について諮問を行いました。

　下水道使用料検討協議会及び給水単価検討協議会において、引き続き適正な使用料につ
いて検討します。

　下水道使用料検討協議会及び給水単価検討協議会において、引き続き適正な使
用料について検討します。

　H22年度から国の徴収基準額が現行の第７階層より上の高所得者層について第８階層を新
たに創設することに伴い、町の基準額表に第８階層を新設する。徴収金額については検討
中。

Ｈ２０ 　適正な保育単価にするため、保育料徴収基準額表の見直しについて検討中です。

Ｈ１９

Ｈ２０

　給水単価検討協議会からの答申を受け、平成22年4月から水道料金の改定を決定しまし
た。
　また、適正な下水道事業の運営を図るため、下水道使用料単価の改訂について諮問（平成
22年1月）を行いました。

Ｈ２２

　下水道使用料検討協議会から答申を受け、平成23年4月から下水道使用料改定を決定。

○単年度毎に実施される限度額の改正と併せ医療費の増大に伴う国保特別会計の
赤字解消と2014年に導入予定の新高齢者医療制度に対応するため、今後に向けて
抜本的な制度改革を行う必要がある。具体的には、平成23年度において歳入不足
を解消するために税率の改定を行い、平成24年度において国保制度の県下統一を
鑑み、賦課方式を4方式から３方式に変更する。

今後の取り組み（保育料）

　下水道使用料検討協議会から答申を受け、平成20年4月から下水道使用料の改定を決定し
ました。

　適正な保育単価にするため、保育料徴収基準額表の見直しについて引き続き検
討する。

Ｈ２２

①平成２２年度国民健康保険税の賦課限度額を一部改正
　○国保医療分（改正前：47万円→改正後：50万円）
　○後期高齢者支援分（改正前：12万円→改正後：13万円）
②国民健康保険税の減額（軽減）については、市町村の判断により減額割合を選択可能とな
る。
③国民健康保険税の被保険者が、非自発的な理由により離職した一定の者である場合におい
て、在職中の保険料負担と比較して過重とならないよう、所要の措置（軽減適用）が講じら
れることとなった。
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達成状況

A

Ｈ１９

Ｈ１８
　定年退職4人、普通退職6人、新規採用0人を予定しており、適正化計画以上の人員削減が
進んでいます。

　退職者の補充については、職種や業務ごとにその必要性を十分精査のうえ、新規採用を
行います。なお、平成19、20年度に、職員の新規採用は行わない予定です。

Ｈ１８
Ｈ１７

371381

　定員適正化の推進

効 果
Ｈ２２Ｈ２１Ｈ１９

368

(9)

342

　平成１６年１０月１日の合併に伴い、合併時点での職員数（普通会計）は、本庁
方式の類似団体と比較した場合、約１５０人多い状況となっています。合併の効果
をできる限り早く出すため、平成２２年４月１日時点で、４３人を当面の削減目標
とし、その早期実現に向けて定員適正化計画を策定します。また、目標達成後にお
いても、社会経済情勢や住民ニーズの変化に応じて、常に事務量を把握するととも
に、外部委託の推進など効率性や経済性の観点から事務事業の見直しを行い、より
一層の定員の削減に取り組みます。 358

372

Ｈ２１

376

　定年退職17人、普通退職6人、新規採用0人を予定しています。

315

　定年前退職が想定以上に進行しています。

今後の取り組み

331

　定年退職10人、普通退職3人、死亡退職1人、新規採用4人を予定しています。

これまでの取組内容及び成果

取 組 内 容

376

H16.10.1

　平成18年3月に「定員適正化計画」を策定し、平成18年度から平成22年度までの5年間で41
人（11.0％）の実質的削減を目標としました。
（実績：定年退職3人、普通退職3人、新規採用3人）

352

Ｈ２０

　計画期間の計画数値を定員適正化計画に合わせたものに修正しています。当初の実施計
画の目標333人→定員適正化計画の目標331人（いずれも平成22年4月1日現在）

Ｈ２０

３　定員適正化の推進

人件費削減による行政運営コストの
削減を通じた財政健全化。

　定年退職11人、普通退職8人、死亡退職1人、新規採用1人を予定しています。

　定年退職13人、普通退職4人、死亡退職1人、新規採用3人を予定しています。

 職員数は、定員適正化計画以上の削減が進んでいる状況にあり、年代間による
職員数の大きな格差が生じないよう、計画的な職員採用を視野に入れた定員適正
化計画を策定し定員の適正化に努めます。

306335

計画期間（下段は実績）

Ｈ１７

Ｈ２２

計画策定

推進

職員数（人） 計画
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達成状況

Ｂ

Ｈ１８ 　「公共工事コスト縮減対策に関する行動計画」を策定しました。

Ｈ１７

Ｈ２０

　平成18年度導入の「郵便入札制度」により、平成20年度も入札契約制度の透明性、競争性
及び公平性に努め、コスト削減、事務の効率化及び入札参加者のコスト低減のため、設計図
書の電子配布を実施ました。
　また、物品、業務及び工事等における随意契約結果の公表を行いました。

　入札契約制度の見直し（総合評価方式の導入、郵便入札の拡充）を検討します。

　公共事業の設計から施工に至るまでの各プロセスや維持管理コストを含めた総合
的なコスト縮減の観点から、地域の実情に応じた基準の導入や市場価格の設計単価
への適切な反映など、公共工事コストの縮減を図ります。
　また、公共工事再評価委員会を定期的に開催し、公共事業の効率性、有効性を高
めます。公共工事の入札・契約についても、競争性や透明性の向上を図るととも
に、ＩＴの活用による入札・契約事務の効率化を検討します。

Ｈ１７

　社会資本を整備する手段としての公共工事は、限られた財源を有効に活用し、「よりよ
い社会資本をよりやすく住民に提供する」という観点から、計画・設計から社会資本整
備・管理のすべての段階で、新しい発想に基づき出来うるコスト縮減のための具体策を実
施します。

今後の取り組み

Ｈ２１
　平成20年度に引き続き、設計図書の電子配布、物品・業務及び工事等における随意契約結
果の公表等を行いました。また、入札・契約制度において、総合評価方式の導入について検
討を行い、要綱を設定しました。

　総合評価方式を導入します。

Ｈ１９
　平成18年度導入の「郵便入札制度」により、平成19年度も入札契約制度の透明性、競争性
及び公平性に努めました。

　公共工事コストの縮減

Ｈ２０
効 果

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２２
取 組 内 容

　物品、業務及び工事等における随意契約結果の公表、また、一般競争入札や電子入札制
度の検討をします。

これまでの取組内容及び成果

計 画 期 間

工事費及び経費削減による財政健全
化。

Ｈ２１

４　公共工事コストの縮減 (10)

Ｈ２２
　最低制限価格を設定した工事の入札について見直し（試行）を行い、最低制限価格を非公
表とし、競争性や透明性の向上を図りました。

　庁舎間をまたいだ契約管理システムを構築し、入札・契約事務の更なる効率化
を図ります。

実施調査・研究

公共工事再評価委員会設置

目標期間はＨ２０までとしますが、コスト縮減対策は行
動計画に基づき、Ｈ２１以降も継続します。
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達成状況

Ｂ

　ホームページについて、新たにCMS（コンテンツ・マネー
ジメント･システム）を導入し、ユーザビリティ、アクセシ
ビリティに配慮したホームページを構築します。

Ｈ２２
　パスポート（旅券）申請、インフルエンザ情報、予防接種、立木の伐採・造林等の新た
な項目について掲載項目を追加しました。

Ｈ２０ 　入札に関する設計図書がパスワード管理によりダウンロードできるよう対応しました。

　これまでの登録情報内容の整理を行います。

Ｈ２１

取 組 内 容 効 果 Ｈ１７
計 画 期 間

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

　住民との協働による新たな行政サービス提供体制の確立

５　情報公開の推進と透明性の向上 (11) 　ホームページの充実

これまでの取組内容及び成果

Ｈ１７

　公平、公正で透明性の高い行政を確立し、住民と行政の信頼関係を構築するた
め、情報公開制度の充実や広報紙やホームページなどの活用による町政情報の積極
的な提供を行い、個人情報の保護に配慮しつつ、住民と行政との情報の共有化を図
り、説明責任（アカウンタビリティ）を果たします。
　インターネットを利用できない環境にある方にも配慮し、広報紙についても、読
みやすさや内容の充実に一層努力します。

公正、透明性の向上による住民参
画の推進。

今後の取り組み

　現在掲載している広報誌（ＰＤＦ版）について、各年毎の掲載情報を整理しました。

　これまでの登録情報内容の整理を行います。

Ｈ１８

　周防大島町情報公開条例（平成16年10月1日）及び周防大島町個人情報保護条例（平成17
年3月25日）を施行しました。
また、町ホームページに広報誌（PDF版）を掲載しました。

　ホームページの運用について、新たにCMS(コンテンツ・マネージメン
ト・システム）を導入し、ユーザビリティ、アクセシビリティに配慮し
たホームページを構築します。

Ｈ１８
　情報公開コーナーに公文書目録、個人情報取扱事務目録を整備しました。また、町ホー
ムページに議会広報（PDF版）、議事録（PDF版）を掲載しました。

Ｈ１９
　町ホームページの町議会について、日程表・一般質問・結果について情報を掲載しまし
た。

　地震・津波等の災害に備えるための防災情報について、ハザードマッ
プ等の災害予測情報を町ホームページへ掲載します。

実施
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Ｂ
Ｈ２２

　地域づくりを目的とした事業を行うNPO法人や任意団体に対して、事業を公募・審査し、
予算の範囲内で活動を支援する「地域づくり活動支援事業」を始めました。

　H19年4月に民設民営の「町民活動ネットワークセン
ター」が開設されており、公・民の連携によるまちづくり
を促進します。

達成状況

　住民協働によるまちづくり

　複雑多様化する住民ニーズへの対応や、様々な地域課題の解決を図るため、住
民、ＮＰＯ・住民活動団体等と町が対等の立場でお互いに果たすべき責任と役割を
自覚し、ともに考えともに汗を流す協働体制の確立が重要になっています。
　活動支援、情報交流や施設の提供などを推進し、協働のまちづくりへの参加を通
じて、人々の交流と連携が強化され、住民が「役に立った」と自己実現を感じ、そ
れが高齢化に伴い、衰退しつつある地域社会の活性化にもつながるような体制づく
りに取組みます。

ＮＰＯ等の各種団体の活動支援、
情報交流等を通じて活性化を図
り、色々な活動や地域づくりの分
野での新たな担い手として発展す
ることが期待される。

Ｈ２１
　従来の地域づくり活動支援に加え、官民学連携による「地域再生事業(起業家育成事
業)」のステップアップや新たにNPO法人による「地方の元気再生事業（荒廃農地対策
等）」への取り組みもはじまりました。

　地域づくりを促進するため、周防大島町を拠点に活動しているNPO団体・地域活動団体が
連携した取組み（シンポジウム開催等）及び「地域支え合い体制の再構築」に資するボラ
ンティア活動などを支援しました。

Ｈ２０
　官学連携による地域活性化を柱とする「地域再生計画」を策定し、「産業再生」のため
の人材育成が立ち上がるなど新しい取組がはじまった。

６　住民の目線に立った協働体制の確立 (12)

　NPO団体・地域活動団体が目指している、「周防大島町民活動ネット
ワークセンター」(仮称)の設置に向けた検討を行うとともに、周防大島
におけるNPO団体や地域活動団体の取組みを活発化させ、自立した民間主
導型の新しいまちづくりを促進します。

効 果
Ｈ２２

取 組 内 容
計 画 期 間

Ｈ１８

Ｈ１７

今後の取り組み

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
Ｈ１７

Ｈ１９
　“NPO団体等が連携した地域づくり”や“地域活性化”に対する支援と併せて、その活動
促進に資する新規の方策について検討を行いました。

これまでの取組内容及び成果

Ｈ１８
　昨年度に引続き、地域づくり活動（記念フォーラム開催・ボランティア活動等）への支
援を行うとともに、活動を促進するための情報提供・PR活動などを実施しました。

調査・検討

実施
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Ｈ２２

　男女共同参画社会の実現を目指した基本方針となる「周防大島町男女共同参画基本計画
（すおうおおしま男女共同参画プラン）」の見直しを行い、改定版を策定しました。併せ
て、配偶者暴力防止法の一部改正により、市町において策定が努力義務とされた「配偶者
暴力防止基本計画」を策定し、男女共同参画基本計画の中に盛り込みました。

　男女共同参画の意識向上を図るため、審議会等を開催
し、啓発等を行います。

達成状況

Ｂ

Ｈ２１

　男女共同参画に関する施策を総合的、計画的に推進するため、計画の
進捗状況を把握し、関係団体、関係部署との連携を密にする必要があ
り、審議会等を開催します。
　男女共同参画社会の意識向上を図るため、男女共同参画に関する啓発
等を行います。
　配偶者暴力防止法の一部改正により、市町において配偶者暴力防止基
本計画の策定が努力義務とされましたので、基本計画の策定に向けた検
討を行います。Ｈ２０

今後の取り組み

Ｈ１７

効 果
Ｈ１８

　性別による役割分担意識やそれに基づく社会慣行は依然として根強く、男女が差
別を受けることなく、対等なパートナーとして様々な分野に参画し、利益も責任も
分かち合っていけるような社会をめざすため、男女共同参画に関する広報・啓発を
行い、学習機会の提供も推進します。
また、政策における意思決定や方針決定の場への女性の参画の促進など、あらゆる
分野で男女共同参画を推進します。

性別にとらわれず、それぞれの個
性や能力を十分に発揮する男女共
同参画社会の実現。

Ｈ２２Ｈ２０

　男女共同参画に関する施策を総合的、計画的に推進するため、計画の
進捗状況を把握し、関係団体、関係部署との連携を密にする必要があ
り、審議会等を開催します。
　男女共同参画社会の意識向上を図るため、男女共同参画に関する啓発
等を行います。

Ｈ１８
　男女共同参画社会の実現を目指した基本方針となる新町最初の計画「周防大島町男女共
同参画プラン」及び「概要版」を作成しました。
男女共同参画に関する啓発を行いました。

　男女共同参画社会の実現を目指すためには、一人ひとりの男女共同参画づくりへの意識
の高揚を図ることが必要であり、そのための研修を予定。
男女共同参画に関する啓発を行いました。

６　住民の目線に立った協働体制の確立 (13) 　男女共同参画の推進

　男女共同参画社会の形成の促進に関することについて、調査、審議を行う町の諮問機関
として「周防大島町男女共同参画審議会」を設置しました。
また、町民の意識や現状、考え方を把握し、「周防大島町男女共同参画プラン」策定の基
礎資料とするため、男女共同参画に関する住民意識調査を実施しました。

Ｈ１９

　男女共同参画に関する施策を推進するため、審議会を開催しました。審議会では、計画
の進捗状況を説明、関係団体との意見交換を行いました。その後、山口県男女共同参画課
長を講師に招き、県事業及び県基本計画の説明を受け、今後の取組みについて協議検討を
行い、男女共同参画社会に関する研修を行いました。
　また、男女共同参画に関する啓発を行いました。

取 組 内 容

これまでの取組内容及び成果

Ｈ２１Ｈ１９
Ｈ１７

計 画 期 間

　審議会委員の任期替えがあり、県の出前事業による研修を実施し、平成２２年度に予定
している「周防大島町男女共同参画プラン」の見直しに向けたスタートをきりました。

調査・検討

段階的に実施
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Ｈ２２
　総合計画・後期基本計画、「平成21年度農業委員会活動の目標及びその達成に向けた活
動の点検・評価」及び「平成22年度農業委員会活動の目標及びその達成に向けた活動計
画」について、パブリックコメントを実施しました。

　関係例規の整備を進めます。 達成状況

Ｂ

取 組 内 容

公正・透明性の確保
説明責任の徹底による職員の資質
向上。

Ｈ２１

Ｈ２１ 　政策企画課において該当事業はありませんでした。

Ｈ２０ 　政策企画課において該当事業はありませんでした。

Ｈ２２Ｈ２０

計 画 期 間

Ｈ１９

６　住民の目線に立った協働体制の確立

Ｈ１８
Ｈ１７

　住民の多様な価値観を反映する機会を確保し、政策形成過程の一層の透明化を図
る観点から、町の重要な政策等を決定する場合、あらかじめ「案」の段階から公表
して住民の意見をいただき、いただいた意見を充分に考慮した上で、最終的な意思
決定をするとともに、いただいた意見とその意見に対する町の考え方を公表するパ
ブリックコメント制度を活用し、意思決定を行うにあたっての公正性を確保すると
ともに、説明責任の徹底を図ります。

(14) 　パブリックコメント制度の活用

効 果

　行政手続法の改正により、パブリックコメント（意見公募手続）が義務づけられまし
た。

Ｈ１９
　中学校統合後の跡地の有効活用について、ホームページ、広報により、一般住民の提案
募集を行いました。応募者10名。

これまでの取組内容及び成果 今後の取り組み

Ｈ１８

Ｈ１７ 　総合計画、集中改革プラン策定時にパブリックコメントを実施しました。
　関係例規の整備を進めます。

実施
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　本格稼働２年目になり、１年目では表に現れなかった問題が出てきまし
た。開始当初に設定した細事業の分け方では、全事業を評価する際に、細
かく分けすぎて煩雑になったり、逆に別々の細事業として分けた方がよい
事業等有り、見直しの要望がありました。また、年度途中の新規事業、廃
止事業の取扱い、職員の異動による人工数の取扱い、活動指標の修正をど
うするか、等の検討事項がありました。
　これらの問題をクリアし、評価の精度向上を目指します。

Ｈ２１

　９月に昨年度からの検討事項であったシステムの改修を業者と話し合いながら進めまし
た。１０月初め、２０年度決算をもとに各事務事業担当者及び担当課長に評価入力の依頼を
行い、１１月末までに一次・二次評価を完了しました。導入から３年目ということもあり、
予算編成前の事業評価として業務の一環となっています。課内で入力日を決めて一斉に評価
に取り組んでいる課もあり、行政評価が根付いてきたものと考えられます。
　１２月から、平成２２年度当初予算ヒヤリングの査定資料作成において、財政課と担当課
の共有情報として活用しました。

計 画 期 間

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

公正、透明性の向上による住民参
画の推進、効率的な行政運営。

取 組 内 容 効 果 Ｈ１７

　限られた財源・人材を有効活用し、総合計画に掲げる事務事業等の優先順位や進
行管理、公共事業、イベント、補助金のあり方を見直し、効率的な行政運営の実
現、職員の意識改革、住民への説明責任や行政の透明性の向上に資する、計画（Ｐ
ｌａｎ）→実施（Ｄｏ）→確認（Ｃｈｅｃｋ）→対策（Ａｃｔｉｏｎ）のＰＤＣＡ
マネジメントサイクルによる行政評価システムを導入します。
・体制整備
・評価シート作成、業務量数値化（利用状況）
・システム化（有効性、効率性、成果、評価）

　成果型重視の行政経営の推進

７　行政評価システムの導入 (15) 　行政評価システムの導入

これまでの取組内容及び成果 今後の取り組み

Ｈ１７
　周南市や下関市など先進自治体５箇所を視察し、評価の手法及び課題について調査・研究
を行い、１８年度の評価試行に向けて準備を行いました。

　平成１８年度中に、１班１細事業を目標に紙ベースでの評価の試行、行
政評価システムへの財源内訳入力及び行政評価システム操作研修を予定し
ています。
　平成１９年度には、行政評価システムの本稼動を予定しておりますの
で、行政評価専門部会を中心として、財務会計システムと連動した評価シ
ステムのスムーズな導入を図ります。

Ｈ１８

　5月9日、班長級職員13名により構成される行政評価部会を設置し、行政評価システムの検
討を行いました。5月下旬には、行政評価システムの基礎資料となる「課別業務量算定表」
の作成に着手しました。
　8月30日、第2回の行政評価部会を開催し、財務会計システムとの連動、評価シート案につ
いて検討を行い、9月上旬には行政評価説明会を開催し、財務会計システムとの連動及び評
価シートについて説明しました。11月1日には行政評価説明会を開催し、予算細事業概要調
書の作成を依頼しました。作成した予算細事業概要調書は、財政課の予算査定に利用しまし
た。

Ｈ２０

　所管課が、政策企画課から、財政課に異動しました。
８月末、各支所において行政評価説明会を開催し、１９年度決算を元に、９月末までに一次
評価入力、１０月末までに二次評価入力を行いました。
　１２月からの平成２１年度当初予算ヒアリング時に、査定資料として活用しました。

Ｈ１９

　行政評価システムの本稼動により、平成18年度事務事業を評価し、平成20年度予算へ反映
するマネジメントサイクルを確立しました。
・４月２日～５月31日にかけて、全職員により平成19年度当初予算細事業単位の財源入力
・７月27日～８月10日にかけて、全職員により平成18年度決算に伴う細事業単位の財源及び
人工数入力
・８月30日～31日にかけて、班長級を対象に行政評価システム研修会を開催
・９月１日～10月５日にかけて、全職員により一次評価・二次評価を行い、平成20年度当初
予算査定資料として活用

　平成20年度以降において、真に持続可能な行財政システムの確立を目指
し、評価の精度を高めるものとします。

　前年度の検討事項からシステムの改善を図り、入力と集計のしやすい環
境作りを行いました。しかし、不十分なところも残っており、よりスムー
ズな評価と集計に向けてシステムと実施方法の見直しが必要です。
　今後は細事業の分け方や活動指標の見直しを考え、精度の高い評価結果
を出すとともに結果の活用を進めます。

段階的・実施

試行

調査・検討
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Ｈ２２

　　これまでの全数評価を抽出評価とし、評価対象事業を指定しました。大事業404事業の
うち、内部事務経費、公用車管理業務など経常的に必要な事業及び負担金支出のみの事業等
を除いた256事業を評価対象とし、評価対象外の事業は簡易評価として「事業の位置付け」
のみ入力としました。従来使用していたABCD評価の入力は使用せず、評価と今後の方向性を
文章で詳しく入力することとしました。
　評価入力期間は平成22年10月12日～29日とし、11月の平成23年度当初予算入力までに評価
を済ませることで予算要求の参考資料として活用しました。成果を数字で確認し今後の方向
性を考えることができました。

達成状況

Ｂ

　　評価事業を指定するとともに既存のシステムを活用しさ
らに入力しやすい環境作りを行います。しかし、「活動指
標」「成果指標」に的確な数値が入力されていない事業も多
く、利用者数・参加者数・受益者数など評価に最適な指標を
設定することで、担当者の事業に対する意識改革も行われる
と考えます。指標例の提示や成果の考え方を指導し、よりわ
かりやすい評価結果を出せるよう取り組みます。
　今後、事業の概要・実績・評価については公表を視野に入
れた集計を行い、職員への情報提供やホームページへの掲載
を検討します。
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Ｈ２０
　山口県中山間地域づくり推進室（1人）及び柳井保健センター（1人）に職員実務研修派遣
を行いました。

　山口県消防防災課へ、職員実務研修派遣1人を行いました。

　前例や固定化した考え方にとらわれず、時代の変化に対し創造的かつ柔軟に対応
できる組織づくりと、常に問題意識を持ち積極的に課題に取り組む姿勢と主体的に
行動することのできる職員育成のため、 職員一人ひとりの意欲の向上を図り、その
能力や可能性を引き出し組織としての総合力を高めることを目的として、人材育成
基本方針を策定し、職場内研修や民間研修制度の導入などを積極的に進めます。

計 画 期 間

Ｈ１８
取 組 内 容

これまでの取組内容及び成果 今後の取り組み

Ｈ１７

Ｈ２１

　山口県市町課（1人）及び柳井保健センター（1人）に職員実務研修派遣を行いました。
　（財）地域活性化センター全国地域リーダ養成塾（１人）を受講させました。
　山口県市町職員研修（山口県セミナーパーク）階層別研修（３４人）、特別研修（３３
人）を受講させました。
　全国市町村国際文化研修所　特別研修（４人）を受講させました。
　職員研修を兼ねて広島県三原市・三次市の小学校で体験型修学旅行誘致活動を行いまし
た。（１２人）

Ｈ２１

　山口県への職員実務研修派遣を継続するとともに、セミナーパークや全
国市町村国際文化研修所など職場外研修を積極的に活用していきます。

Ｈ１８
　山口県市町課へ職員実務研修派遣（1人）を行いました。
　平成19年2月に、人材育成基本方針を策定、公表しました。

Ｈ１９
　山口県市町課と併せて、柳井保健センターへ権限移譲を想定したケースワーカーの職員実
務研修派遣を行いました。

職員の意欲向上
業務遂行能力、資質の向上。

８　職員の意識改革と人事評価制度の確立 (16)

　平成２２年度に民間事業者による、全職員を対象とした接遇研修を予定
しています。

Ｈ２０Ｈ１９

Ｈ２２

　山口県中山間地域づくり推進室（1人）及び柳井保健センター（1人）に職員実務研修派遣
を行いました。自治大学校第２部課程（１人）を受講させました。
　山口県市町職員研修（山口県セミナーパーク）階層別研修（２９人）、特別研修（３９
人）を受講させました。
　全国市町村国際文化研修所　特別研修（１人）を受講させました。
　民間事業者による全職員を対象とした接遇研修（２８６人）を実施しました。

　人材育成基本方針に基づき、引き続き職員の資質向上のた
めの研修を実施します。

達成状況

Ａ

　人材育成基本方針の策定

Ｈ２２
効 果 Ｈ１７

検討・策定
実施
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計 画 期 間

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

　目標管理制度を活用して、住民志向・成果志向の新たな行政経営システムの導入
を視野に入れながら、公正で透明性と満足度の高い人事評価により職員のやる気を
喚起し、最大限にその能力や個性の発揮・活用が図れるような人事評価システムの
導入について検討します。

Ｈ２１

取 組 内 容 効 果

Ｈ２０

Ｈ２２

Ｈ２０ Ｈ２１

　人事評価システムの導入

　目標管理制度について調査・研究を行いました。

今後の取り組み

Ｈ１９
Ｈ１７

Ｈ１７効 果

８　職員の意識改革と人事評価制度の確立 (17) 　目標管理制度の導入

　行政サービスの質の向上と業務の効率化を図るため、まず各部内の実情及び必要性に応じ
て行う組織目標の設定について調査・研究を行いました。

計 画 期 間

(18)

　平成21年度に評価者・被評価者研修を実施し、人事評価制度への理解を深め、平成22年度
の試行を目指します。

　行政評価の基礎となる指標の設定に際し、夕張市の財政再建計画を参考に、活動指標（目
標値・実績値）、成果指標（目標値・実績値）を全職員に入力していただき、その達成度を
測定しました。

Ｈ２１

　公正で透明性と満足度の高い人事評価システムの導入・試行に向け調
査・検討します。

取 組 内 容

これまでの取組内容及び成果

Ｈ１９

Ｈ２０

Ｈ２２

Ｈ１９
　地方自治体の先進事例である岸和田市の評価システムを調査・研究するとともに、小規模
団体におけるシステム構築に向けての課題を精査しています。

　全職員を対象に人事評価制度の基礎研修を実施しました。（参加者２９１人）

　人事評価制度の試行を行います。

　人は条件次第で目標達成に努力し、自ら進んで責任を取ろうとする前提に立ち、
「職員が」「自分の仕事を」「目標を使って」「自己統制」する目標管理制度を導
入し、職員の能力開発、職場の活性化を図ります。

職員の能力向上による事業・計画
の確実な達成及び事務の効率化。

Ｈ１８

　目標管理制度を人事評価と連動させた場合うまく機能していない事例が
あり、導入は慎重に行う必要がありますので、行動プロセスを重視した目
標管理制度の導入に向けて引き続き調査・検討を行います。

８　職員の意識改革と人事評価制度の確立

Ｈ１７

　全職員を対象に人事評価制度の基礎研修を実施しました。（参加者２９１人）

Ｈ１７ 　人事評価システムを調査・研究しました。

Ｈ１８ 　国が試行導入した、管理職に係る人事評価システムを調査・研究しました。

これまでの取組内容及び成果 今後の取り組み

Ｈ２２

業務の質や量、職員の能力や適性
等に応じた適正な職員配置を図
り、職員の士気の高揚、職場満足
度の向上により、効率的な業務執
行体制の構築。

Ｈ１８

Ｈ２２ 　管理職職員（課長級）を対象に、人事評価制度（評価者）の研修を行いました。
Ｂ

Ｈ２１

達成状況

　目標管理制度の導入はできませんでした。
　目標管理制度の導入に向けて、課題を整理し検討を行いま
す。

達成状況

Ｃ

調査・検討
実施導入・試行

調査・検討

導入・試行
実施
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Ｈ２２

住民サービスの向上、組織の合理
化・効率化。

効 果 Ｈ１７
Ｈ２０ Ｈ２１

　町政に関するアイデアや、事務改善、業務の効率化等を職員から募り、創造性や
研究心を高めるため、次の分野について職員提案制度を導入します。
・住民サービスの向上　　　・事務の効率化に資するもの
・経費の節減に資するもの　・公益上有効なもの

コスト意識とスピード感を持った
成果重視の行政の推進による全庁
的な経営革新を通じた住民サービ
スの向上。

Ｈ２２

(19) 　職員提案制度の導入

　該当する事業がありませんでした。

計 画 期 間
取 組 内 容

計 画 期 間

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

Ｈ２１ 　該当する事業がありませんでした。

　現在の分庁と４総合支所による周防大島方式から、効率的でスリムな組織とする
ため、住民サービスの維持向上が図られる組織づくりについて、分庁と総合支所機
能について見直しを行います。

取 組 内 容 効 果

10　住民サービス向上と効率性が共存する組織づくり (20) 　庁舎機能の見直し

Ｈ１９

Ｈ２０

Ｈ１７

Ｈ１８ 　職員提案制度の法整備について検討しました。

９　職員提案制度の導入

Ｈ１８

Ｈ１７ 　集中改革プラン策定時に全職員を対象として職員提案を求め、計画に反映しました。

今後の取り組み

　職員提案制度の制度化へ向けて、要綱等を策定します。

これまでの取組内容及び成果

Ｈ１７

今後の取り組み

Ｈ１９

○星野哲郎記念館と併設する東和庁舎の完成に伴い、７月17日から東和総合支所での執務を
開始しました。
○ハローワーク跡地を久賀東庁舎とし、９月10日から環境生活部が執務を開始しました。

○星野哲郎記念館と併設する東和庁舎の建設に着手しました。
○総務課において、庁舎建設基本構想策定業務報告書の作成委託を行いました。
○行革本部会議に機構改革検討専門部会を設置し、平成２７年度末を目標とする組織機構改
革報告書を策定し、庁舎機能の見直しを行いました。

Ｈ１９

Ｈ１８

Ｈ２０

これまでの取組内容及び成果

　中学校統合後の跡地の有効活用について、職員の提案募集を行いました。応募者18名。

Ｂ

Ｈ２１
○蒲野・沖浦・油田・日良居出張所を正規職員１人嘱託職員１人、その他の出張所（椋野・
白木・和田）を嘱託職員１人体制とし、公募による嘱託職員のローテーションで業務を行っ
ています。

Ｈ２２

○国体推進室を設置しました。
○社会教育指導員制度の廃止を行いました。

　地域主権改革の動向や複雑化・多様化する地域の新たな行
政需要に柔軟かつ確実に対応できる組織とするため、職員数
の削減に併せた組織・機構の見直しを推進します。

達成状況

　庁舎建設基本構想及び組織機構改革報告書に基づき、庁舎機能の検討・
協議を進めます。

Ｈ２２

　「賑わいの創出」をテーマに、広域農道の活用と陸上競技場の活用について、職員提案募
集を行いました。（応募件数10件）　定住促進（ＵＪＩターン）をテーマとして、職員提案
募集を行いました。

　職員の意識改革、行政の効率性や住民サービスの向上を図
るため、職員提案制度を引続き実施します。

達成状況

Ｂ

調査・検討

実施

検討 段階的実施

導入・試行

25



　流動化で対応できる事務・事業の洗い出しが課題となっており、引き続
き調査・検討を進めます。

　外郭団体の積極的な活用と活性化を図るとともに、その運営の健全化に努め、経
営状況の厳しい外郭団体の経営改善を促進するとともに、類似団体の統廃合も含め
た見直しを推進します。

取 組 内 容 効 果 Ｈ１７
計 画 期 間

Ｈ１８

(21) 　外郭団体の見直し

Ｈ１７

Ｈ１９

10　住民サービス向上と効率性が共存する組織づくり

Ｈ２１ Ｈ２２Ｈ２０

団体運営の健全化・効率化。

Ｈ２２

今後の取り組み

　職員流動体制の導入

計 画 期 間

Ｈ１９

　組織の活性化と行政運営の効率化を図るために、人員の適正配置を含めて調査・検討を行
いましたが、徴収事務や申告事務等専門的知識を要する職務への対応は、現時点では困難と
思われます。

　周防大島町観光協会が一般社団法人になりました。

取 組 内 容 効 果
Ｈ１８

Ｈ１７

10　住民サービス向上と効率性が共存する組織づくり

Ｈ１８

(22)

Ｈ２０ Ｈ２１

Ｈ２０

　組織の活性化と行政運営の効率化を図るために、人員の適正配置を含めて調査・検討を行
いましたが、徴収事務や申告事務等専門的知識を要する職務への対応は、現時点では困難と
思われます。

　業務の繁閑に応じて、部課相互において職員の臨時的流動体制を確立します。
・各種イベント、徴収業務、申告事務等

これまでの取組内容及び成果

　補助団体の活動内容・計画について、公益性、有効性について検討した
上で見直しを図ります。

Ｈ１９
　観光協会を財団法人化し、平成20年４月から商工観光課事業を移管することを決定しまし
た。

今後の取り組みこれまでの取組内容及び成果

Ｈ１７

Ｈ１８ 　婦人会について見直しを行い、補助金を削減しました。

Ｈ２１ 　外郭団体の見直しはありませんでした。

組織の活性化、行政運営の効率
化、分かち合いによる職員負担の
軽減。

Ｈ２１

Ｈ２０

Ｈ１９

達成状況

Ｂ

　徴収事務や申告事務等専門的知識を要する職務への対応は、現時点では困難と思われま
す。

　職員流動体制の推進方法について、根本的な見直しを行い
ます。

達成状況

Ｃ

　組織の活性化と行政運営の効率化を図るために、人員の適正配置を含めて調査・検討を行
いましたが、徴収事務や申告事務等専門的知識を要する職務への対応は、現時点では困難と
思われます。

　組織の活性化と行政運営の効率化を図るために、人員の適正配置を含めて調査・検討を行
いましたが、徴収事務や申告事務等専門的知識を要する職務への対応は、現時点では困難と
思われます。

Ｈ２２ 　外郭団体の見直しはありませんでした。

Ｈ２２

調査・検討
実施

調査・検討

実施
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Ｈ１７

Ｈ１８

　周辺自治体の「ペイジー」活用団体の調査・研究、コンビニエンスストア等の納付につい
ての調査・研究を実施しました。
・「ペイジー」の活用を行っている近隣の自治体は岡山県及び広島県しかなく、コンビニ納
付を行った場合の取扱経費は６５円／件。
・現在利用している郵便局、銀行等における口座引落の取扱経費１０円／件、窓口納付経費
は郵便局３０円／件、銀行等は無料。　　　　　　　　　　　　　　　　　・収納システム
の導入における収納システム経費は４，０７６千円、保守経費１８，９００円／月、また、
窓口用納付書再発行システム経費は８５０千円、保守経費１８，９００円／月が必要。

計 画 期 間

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

役場窓口に出向かなくても、携帯
電話、パソコン等から納付出来、
コンビニエンスストアにおいても
２４時間納付可能になり住民サー
ビス及び収納率の向上。

10　住民サービス向上と効率性が共存する組織づくり

取 組 内 容 効 果 Ｈ１７

(23)

　今後の町の収納状況や、山口県、近隣自治体の納付サービスの推移を見
て実施方法、実施時期の検討を行います。

今後の取り組み

Ｈ２１ Ｈ２２

　税などの公共料金の納付に、国が進める電子政府構想の一環である電子納付サー
ビス「ペイジー」やコンビニエンスストア等での納付を検討し、納付窓口の拡大を
検討します。

　公共料金納付窓口の拡大

これまでの取組内容及び成果

　各課から１７年度における窓口納入、口座引落、滞納状況や町内のコンビニエンスストアの店舗数、周辺自治体の「ペイジー」活用団体、指定金融機関における
「ペイジー」の取扱方針について調査を行いました。
・納付の方法
　　町県民税　　　　　　　　　窓口納入６１．８％、滞納１．９％　　　固定資産税　　　　　窓口納入３７．６％、滞納　１．０％
　　軽自動車税　　　　　　　　窓口納入２５．６％、滞納３．１％　　　国保税　　　　　　　窓口納入４７．４％、滞納　１．１％
　　住宅新築資金貸付　　　　　窓口納入１２．５％、滞納　　０％　　　老人保護措置費　　　窓口納入７２．３％、滞納　　　０％
　　保育料　　　　　　　　　　窓口納入２４．７％、滞納　　０％　　　教員住宅使用料　　　窓口納入７４．４％、滞納　　　０％
　　介護保険料　　　　　　　　窓口納入　２．７％、滞納１．２％　　　訪問看護利用料　　　窓口納入１２．５％、滞納　　　０％
　　水道使用料　　　　　　　　窓口納入　５．８％、滞納１．８％　　　公共下水道使用料　　窓口納入２０．０％、滞納　１．４％
　　公共下水道受益者負担金　　窓口納入５５．１％、滞納３．６％　　　農業集落排水使用料　窓口納入１９．４％、滞納　０．９％
　　農業集落排水受益者負担金　窓口納入７３．９％、滞納０．６％　　　漁業集落排水使用料　窓口納入　１．９％、滞納　１．４％
　　公営住宅使用料　　　　　　窓口納入２７．７％、滞納７．３％、　　公営住宅共益費　　　窓口納入１３．５％、滞納　６．２％
以上件数、人数の結果。全納入金額に対する割合は、窓口納入４０．２％、口座引落５８．６％、滞納１．２％という結果で、件数、人数に対しては窓口納入１７．
４％、口座引落８０．５％、滞納２．１％となっています。
○町内コンビニの店舗数は３店舗で、「ペイジー」活用団体は中国地方では岡山県及び広島県ですが、対象は電子申請にかかる行政手数料等に限られており、普及し
ていないのが実情です。指定金融機関である山口銀行の「ペイジー」取扱は、現在山口県と協議中で、市町村については取扱はしていない現状です。

調査・検討

実施
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Ｈ２０

平成１７，１８年度さらに１９年度の郵便局における納付状況を調査しました。
・郵便局における納付状況
      平成１７年度　　　　○公納入　　１，０５８件　　　□公納付　　５，７２７件　　　自動払込　２８，０８２件
　　　平成１８年度　　　　○公納入　　１，０１５件　　　□公納付　　６，７３６件　　　自動払込　２６，３１１件
　　　平成１９年度　　　　○公納入　　　　９０５件　　　□公納付　　７，２２５件　　　自動払込　３０，３２６件
以上過去３年間の納付件数の結果では、○公納付（町県民税特別徴収と法人町民税）に対して□公納付（特徴、法人町民税以外の税と料）が約６倍から７倍となって
おり、また、□公納付は年々件数が増加しています。
・今後、□公納付書を使用している税、料において、その件数の経過及び近隣県市町の動向を見ながら、より一層○公納付書の導入についての検討を行う。

各課から１８年度における窓口納入、口座引落、滞納状況と、平成１７，１８年度における郵便局における納付状況を調査しました。
・納付の方法
　　町県民税　　　　　　　　　窓口納入５７．８％、滞納３．１％　　　固定資産税　　　　　窓口納入３５．８％、滞納　０．９％
　　軽自動車税　　　　　　　　窓口納入１７．５％、滞納１．３％　　　国保税　　　　　　　窓口納入２７．６％、滞納　２．７％
　　住宅新築資金貸付　　　　　窓口納入　５．２％、滞納　　０％　　　老人保護措置費　　　窓口納入４．３％、　滞納　　　０％
　　保育料　　　　　　　　　　窓口納入２６．７％、滞納２．５％　　　教員住宅使用料　　　窓口納入５４．３％、滞納　　　０％
　　介護保険料　　　　　　　　窓口納入５７．３％、滞納３．２％　　　訪問看護利用料　　　窓口納入　８．０％、滞納　　　０％
　　水道使用料　　　　　　　　窓口納入１２．４％、滞納２．３％　　　公共下水道使用料　　窓口納入１３．４％、滞納　２．１％
　　公共下水道受益者負担金　　窓口納入５０．３％、滞納１８．６％　　農業集落排水使用料　窓口納入１５．１％、滞納　１．４％
　　農業集落排水受益者負担金　窓口納入４２．５％、滞納１９．２％　　漁業集落排水使用料　窓口納入　４．７％、滞納　１．２％
　　公営住宅使用料　　　　　　窓口納入２４．７％、滞納５．３％、　　公営住宅共益費　　　窓口納入１６．１％、滞納　１．８％
以上件数、人数の結果。全納入金額に対する割合は、窓口納入４０．０％、口座引落５８．８％、滞納１．２％という結果で、件数、人数に対しては窓口納入２２．
１％、口座引落７５．４％、滞納２．５％となっています。
・郵便局における納付方法
　　平成１７年度　　　　　　　○公納入　１，０５８件　　□公納付　５，７２７件　　　自動払込　２８，０８２件
　　平成１８年度　　　　　　　○公納入　１，０１５件　　□公納付　６，７３６件　　　自動払込　２６，３１１件
以上過去２年間の郵便局における納付件数の結果。○公納付（町県民税特別徴収特徴と法人町民税）に対して□公納付（特徴、法人町民税以外の税と料）が約６倍と
なっています。
・今後の検討としては□公納付書を使用している税、料おいて○公納付書の導入について検討する。

Ｈ１９

Ｈ２２

　平成２１年度さらに郵便局における納付状況を調査しました。
・ 郵便局における納付状況
     平成１９年度　　　○公納入　　　　９０５件　　　□公納入　　７，２２５件　　　自動払込　　３０，３２６件
   　平成２０年度　　　○公納入　　　　６１８件　　　□公納入　　７，６０９件　　　自動払込　　２４，９０５件
     平成２１年度　　　○公納入　　　　７２９件　　　□公納入　　７，８５６件　　　自動払込　　２６，３６３件
　平成２１年度○公納入は、町県民税特別徴収・法人町民税のみの取扱でしたが、平成２２年度からはすべての税、料の納入が中国五県可能となりまし
たので、大変便利になり平成２２年度は大幅に増加しており、納付窓口の拡大が図られました。
　コンビニ納付については、現在町内コンビニエンスストアは４店舗ありますが、高齢の方が多いため町内での利用は見込めませんが、他地域居住の方
の納付は便利になります。現在、県内では４市（山口・防府・岩国・長門）が実施しています。しかし、行政サービスの提供は費用対効果を考慮すべき
であり、収納システム経費・これの維持管理経費・コンビニへの手数料経費等、研究・検討の継続を要します。指定金融機関である山口銀行の「ペイ
ジー」は、現在、県も市・町も取扱していない状況です。

Ｈ２１

平成１８，１９年度さらに２０年度の郵便局における納付状況を調査しました。
・郵便局における納付状況
      平成１８年度　　　　○公納入　　１，０１５件　　　□公納付　　６，７３６件　　　自動払込　２６，３１１件
　　　平成１９年度　　　　○公納入　　　　９０５件　　　□公納付　　７，２２５件　　　自動払込　３０，３２６件
　　　平成２０年度　　　　○公納入　　　　６１８件　　　□公納付　　７，６０９件　　　自動払込　２４，９０５件
　以上過去３年間の納付件数の結果では、○公納付（町県民税特別徴収と法人町民税）に対して□公納付（特徴、法人町民税以外の税と料）が約６倍から１２倍と
なっており、また、□公納付は年々件数が増加しています。
・今後、平成２２年度より町県民税特別徴収、法人町民税以外の税と料について○公納付書の導入を予定しており納付窓口の拡大が図られる。

達成状況

Ｂ
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Ｈ１９

計 画 期 間

Ｈ１９

　法令に基づく申請以外は手続きの簡素化に努め、住民に配慮を遂行、総合窓口ですべての
目的が達する体制を取り、時間の短縮を図りました。

Ａ

Ｈ２１

　住民に配慮し、住民の目線に立つて、住民が気軽に相談で
き、安心できる温かみのある窓口応対を心掛け、迅速な事務
処理等により窓口サービスの向上に努めた。

達成状況

　住民に配慮し、住民の目線に立つて、住民が気軽に相談できる、また安
心できる温かみのある窓口応対を心掛ける。そして、迅速な事務処理等に
より窓口サービスの向上に努めます。

Ｈ２２

今後の取り組み

Ｈ１７

10　住民サービス向上と効率性が共存する組織づくり

Ｈ２１

Ｈ１８
　法令に基づく申請以外は手続きの簡素化に努め、住民に配慮を遂行、総合窓口ですべての
目的が達する体制を取り、時間の短縮を図りました。

これまでの取組内容及び成果

 昨年と同様に取り組み、出来うる限り窓口で目的が達成できた。 

　各種申請・届出について、書式、手続の簡素化を検討し、窓口時間の延長等も検
討しながら、窓口サービスの向上に努めます。また、目標窓口にスムーズに辿り着
き、迅速に来庁目的を完了することができる体制整備も不可欠との考えから、窓口
のレイアウトの見直しを検討します。

各種申請等の処理時間短縮による
住民満足度及び利便性の向上。

Ｈ１７
　法令に基づく申請以外は手続きの簡素化に努め、住民に配慮を遂行、総合窓口ですべての
目的が達する体制を取り、時間の短縮を図りました。

取 組 内 容
Ｈ２０

効 果

(24) 　窓口サービスの向上

Ｈ２０
　法令に基づく申請以外は手続きの簡素化に努め、住民に配慮を遂行、総合窓口ですべての
目的が達する体制を取り、時間の短縮を図りました。

Ｈ２２
　法令に基づく申請以外は手続きの簡素化に努め、住民に配慮を遂行、総合窓口ですべての
目的が達する体制を取り、時間の短縮を図りました。

Ｈ１８

調査・検討

実施
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Ｈ２２Ｈ２１

(25) 　事務のマニュアル化の推進

Ｈ２０Ｈ１９
取 組 内 容 効 果

計 画 期 間

　幅広い業務に対応するため、事務分担として主任・副主任を設け、皆が各業務に精通でき
るようにしました。また、統一的な対応をとの見地から本課と連携しながら窓口業務を遂行
しました。
　また、効率的な業務の遂行実務に習熟した職員が応対する体制をとり、本課と連携しなが
ら迅速、且つ効率的な窓口業務を遂行しました。

Ｈ１９

　幅広い業務に対応するため、事務分担として主任・副主任を設け、皆が各業務に精通でき
るようにしました。また、統一的な対応をとの見地から本課と連携しながら窓口業務を遂行
しました。
　また、効率的な業務の遂行実務に習熟した職員が応対する体制をとり、本課と連携しなが
ら迅速、且つ効率的な窓口業務を遂行しました。

　幅広い業務に対応するため、事務分担として主任・副主任を設け、皆が各業務に精通でき
るようにしました。また、統一的な対応をとの見地から本課と連携しながら窓口業務を遂行
しました。
　また、効率的な業務の遂行実務に習熟した職員が応対する体制をとり、本課と連携しなが
ら迅速、且つ効率的な窓口業務を遂行しました。

Ｈ２１

 本課と連携しながら迅速かつ効率的な窓口業務を遂行していく。各業務
のマニュアル及びフローチャートの作成について、大島総合支所はすでに
作成済み、久賀総合支所・橘総合支所・東和総合支所は、各業務のマニュ
アル及びフローチャートの作成を進めている。

　本課と連携、各業務のマニュアル及びフローチャートの作成を予定して
います。

　幅広い業務に対応するため、事務分担として主任・副主任を設け、皆が各業務に精通でき
るようにしました。また、統一的な対応をとの見地から本課と連携しながら窓口業務を遂行
しました。
　また、効率的な業務の遂行実務に習熟した職員が応対する体制をとり、本課と連携しなが
ら迅速、且つ効率的な窓口業務を遂行しました。

Ｈ１８

　幅広い業務に対応するため、事務分担として主任・副主任を設け、皆が各業務に精通でき
るようにしました。また、統一的な対応をとの見地から本課と連携しながら窓口業務を遂行
しました。
　また、効率的な業務の遂行実務に習熟した職員が応対する体制をとり、本課と連携しなが
ら迅速、且つ効率的な窓口業務を遂行しました。

Ｈ２０

Ｈ１７

事務のマニュアル化によるミスの
ない統一的な窓口応対で、住民
サービスの向上が図れる。

これまでの取組内容及び成果 今後の取り組み

Ｈ１７

　誤った対応や、職員によって対応が異なる事を防止するため、総合窓口及びその
他の業務について業務マニュアルを作成し、職員の幅広い業務の習熟及び統一的な
対応を図ります。

Ｈ１８

10　住民サービス向上と効率性が共存する組織づくり

達成状況

Ａ
Ｈ２２

　幅広い業務に対応するため、事務分担として主任・副主任を設け、皆が各業務に精通でき
るようにしました。また、統一的な対応をとの見地から本課と連携しながら窓口業務を遂行
しました。
　また、効率的な業務の遂行実務に習熟した職員が応対する体制をとり、本課と連携しなが
ら迅速、且つ効率的な窓口業務を遂行しました。

 各業務のマニュアル及びフローチャートを作成し、本課と
連携しながら迅速かつ効率的な窓口業務を遂行している。

検討

実施
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　各部内で課所有にこだわることなく、公用車を貸し借りすることで新規購入を控えまし
た。

(26) 　環境負荷低減活動の推進

効 果

今後の取り組み

計 画 期 間

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２２

これまでの取組内容及び成果

Ｈ１７

環境負荷低減及びそれに伴う事務
経費の削減。

Ｈ２０ Ｈ２１

Ｈ１９
　各部内で課所有にこだわることなく、公用車を貸し借りすることで新規購入を控えまし
た。

取 組 内 容

　行政サービスの提供に際して消費される、電気、紙、燃料等及び公共工事による
建設廃棄物など、環境負荷の低減に向けて、環境に配慮した物品やサービス（環境
物品）を購入する「グリーン購入」を進め、事務事業に用いる紙やOA機器や調度品
などの購入に際して積極的に環境物品を調達することにより、環境配慮に熱心に取
り組んでいる企業を支援します。
　庁舎等においても、昼休みの消灯の徹底、適正な空調管理、全員参加による退庁
時の電力消費機器の電源ＯＦＦ運動など、徹底した省エネ活動を推進します。
　公用車についても適正配置を行い、燃料使用量低減に向けて、出張用にはハイブ
リッドカーのリースなどを検討し、町内用は軽自動車とし、燃料を節約します。

Ｈ２１

　初年度登録より１３年を経過した公用車を対象に地域活性化経済危機対策臨時交付金
（100％充当）を利用し、ハイブリッド車等の環境対応車への買換えを行い維持管理費や燃
料費の削減を図りました。
　マイクロバス１台、普通車７台、軽自動車７台

Ｈ２２
　交付金を活用し、ハイブリッド車等の環境対応車への買換えを行うとともに、待機車両の
配置換えにより、維持管理費や燃料費の削減を図りました。
　特殊車両６台、普通車２台、軽自動車１３台

達成状況

Ｂ

Ｈ１８
　各部に２台づつETC車載器を配布し、乗り合わせ出張を推進するとともに、高速料金の縮
減を図りました。

Ｈ１７

Ｈ２０

　昼休みの消灯、適正な空調管理を推進しました。
　環境に配慮し、昼休みの消灯及び適正な空調管理等、引き続き環境負荷
低減を図ります。

10　住民サービス向上と効率性が共存する組織づくり

調査・検討

実施
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　不燃ごみの基本的な排出方法を統一しました。また、ごみの減量化、再資源化を更に推進
するため、地域に出向き分別等の説明会を開催するとともに、広報、チラシ等により啓発を
行いました。

　引き続き、廃棄物の発生抑制・減量化・再資源化を図り、循環型社会の
形成の実現を目指します。
　また、法改正に基づく適切な回収・再商品化がなされるよう事業者・住
民などと協力し、引き続き普及啓発を行います。

Ｈ１８

Ｈ１９

　地域、高齢者ボランティア団体、小学校に出向き、分別方法や本町の再資源化の取組等を
説明し、ごみの減量化に対する啓発を行いました。　また、リサイクル施設の完成に伴い、
分別等４地区に生じている若干の差異を平成２０年度から統一するため、「分別の手引き」
のパンフレットを各戸へ配布し、ごみの減量化、再資源化を推進します。なお、直接施設に
搬入される不燃ごみについて処理手数料金を設定しました。

　環境センターの完成に伴い、平成２０年４月１日から４地区に生じている分別方法の差異
を統一しました。
　「家庭ごみ分別の手引き」「５０音順ごみ分別区分一覧表」「各地区のごみの分別の変
更」を各戸配布し、ごみの減量化、再資源化を推進しました。

　廃棄物の発生抑制・減量化・再資源化を図り、循環型社会の形成の実現
を目指します。
　また、法改正に基づく適切な回収・再商品化がなされるよう事業者・住
民などと協力し、引き続き普及啓発を行います。

　貴重な経営資源の一つである自然環境の保全と環境衛生の推進の見地から、森林
整備の推進、林道・森林公園、河川などの維持管理、遊休農地対策の推進、環境美
化運動の推進を行います。また、ごみの分別収集の徹底、リサイクルの推進、生ご
みの堆肥化、循環型農業の推進などにより、資源の循環を推進します。
　自然と調和した景観形成を目的として、公園の整備、協働による花壇整備、景観
づくり活動への支援、緑化の推進を行い、まちの価値を高めます。

まちの財産である豊かな自然につ
つまれた環境保全
ごみの減量化・再資源化などによ
る環境の世紀に対応したまちづく
り。

これまでの取組内容及び成果 今後の取り組み

Ｈ１７
　不燃ごみの分別方法が４地区のうち１地区のみが著しく異なっていたため、排出者自身で
分別を徹底するよう、各地域において説明会を開催し、ごみの減量化、再資源化に対する啓
発を行いました。

　リサイクル施設の完成に向けて、４地区における分別等を統一し、廃棄
物の発生抑制、減量化、再資源化を図り、循環型社会の形成の実現を目指
します。

　平成20年４月から、環境センター（リサイクルセンター・最終処分場）
は、環境施設課の直営管理とし、衛生センター及び清掃センターの管理
は、業務委託とします。

Ｈ２０

Ｈ１７
計 画 期 間

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

10　住民サービス向上と効率性が共存する組織づくり (27) 　ごみの減量化、再資源化の推進

取 組 内 容
Ｈ１９

Ｈ２１
　「家庭ごみ分別の手引き」に基づき、ごみの減量化・再資源化を推進しました。
　また、容器包装廃棄物削減の取組として県・事業者・消費者団体と連携し、マイバッグ持
参の促進・レジ袋無料配布の中止等の普及啓発を展開しました。

Ｈ１８

Ｈ２２
　「家庭ごみ分別の手引き」に基づき、ごみの減量化・再資源化を推進しました。
　また、再資源化の取組としてごみ収集カレンダーを作成し、廃棄物分別の啓発・促進を行
いました。

　引き続き、廃棄物の発生抑制・減量化・再資源化を図り、
循環型社会の形成の実現を目指します。

達成状況

Ａ

効 果

調査・検討

実施
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Ｈ２２Ｈ１８
取 組 内 容 効 果 Ｈ１７

　少子高齢化の進展や公共施設を利用する住民の利便性に配慮するとともに、有識
者や住民の意見も反映し、公共施設の有効活用、統合、廃止、転用、新設等に関す
る公共施設適正配置指針を策定します。
　また、新たな公共施設等の整備に際しては、維持管理経費等を含めた費用対効
果、民間の有する資金や、事業経営における経験的に培われた知識や情報を活用
し、優れた公共施設の整備により効率的で質の高いサービスの提供をめざす新しい
事業方式（ＰＦＩ）の導入などを検討し、複合化や併設化、施設間連携、広域的な
観点などから幅広く検討を行います。
　同時に、温泉施設等の赤字が常態化している施設についても、行政評価システム
により分析を行い、指定管理者制度等の活用を通じて、経営の健全化及び住民サー
ビスの向上を図ります。

財政健全化及び施設運営の合理
化・効率化による住民サービスの
向上。

11　公共施設適正配置指針の策定 (28) 　公共施設適正配置指針の策定及び公共施設等の経営健全化

　公募による指定管理対象施設の選定時に、全公の施設に係る今後のあり方を取りまとめ行
革本部会議に報告しました。

Ｈ１８

　住民の理解を得ながら、公共施設の有効活用、統廃合を進めます。

Ｈ２１
　平成21年４月から廃校となる学校のうち３校（日良居中学校、沖浦中学校、油田中学校）
について学校跡地利用検討委員会（議員・住民等で組織）を設置し、１２月に報告書をまと
めました。

Ｈ１９
　ハローワーク跡地を久賀東庁舎とし、９月10日から環境生活部が執務を開始しました。
　平成21年４月に中学校を４校（情島中学校を除く）とする学校統合が決定しました。

Ｈ２０
　日良居中学校の体育館、グランドをそれぞれ地区体育館・町民グランドとして活用するこ
とを決定しました。

Ｈ１７

計 画 期 間

これまでの取組内容及び成果 今後の取り組み

Ｂ

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

　今後の公共施設の配置について調査・検討を行いました。

Ｈ２２ 　屋代小学校を閉校とし、明新小学校へ統合しました。
　公共施設の有効活用・統合・廃止・転用・新設等につい
て、有識者や住民の意見を反映しながら公共施設の効率的な
運用を図ります。

達成状況

調査・検討

実施

行政評価システム
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　平成１８年度は非公募で指定を行った周防大島町総合交流ターミナルほ
か１１施設及び竜崎温泉潮風の湯を６箇所に分けて、指定管理者の公募を
行い、新規参入２社を含む社を指定管理者として選定した結果、１８年度
と比較して年額約２，６００万円の指定管理料の削減が出来ました。
（期間H19.4.1～H22.3.31）
スポーツ・レクリエーション施設・・・５
産業振興施設・・・・・・・・・・・・１
文教施設・・・・・・・・・・・・・・６
　平成19年4月1日から平成22年3月31日まで3年間(社）東和ふるさとセン
ター及び(有)サザンセトとうわについては、指定管理者として指定され、
瀬戸内海リゾート㈱については、平成19年度に公募型指定管理者制度を実
施する予定です。
　なお、大島歴史資料館は建物施設の老朽化が著しく、展示・保存してい
る資料を今後どう活用していくか、橘歴史民俗資料館と併せて検討しま
す。その他文教施設（総合センター等）は当面現状のままで運営します。

Ｈ１８

　公の施設の管理については、「民間にできることは民間に」を基本に、サービス
水準の維持・向上と費用対効果を十分検討し、平成１８年４月を目途に指定管理者
制度を導入し、効果的かつ効率的な管理運営を行います。

12　指定管理者制度の導入

今後の取り組み

効 果 Ｈ１７

効率的な公共施設の管理運営によ
る行政運営の効率化。

計 画 期 間

(29) 　指定管理者制度の導入

取 組 内 容
Ｈ１８

これまでの取組内容及び成果

Ｈ１７
　瀬戸内海リゾート㈱について、経営診断を実施しました。
また、第三セクターのあり方について調査・検討を行いました。

Ｈ１９

○グリーンステイながうら施設について公募を行い瀬戸内海リゾート（株）を指定管理者と
して指定しました。
・指定期間　　Ｈ.20.４.１～Ｈ.23.３.31
・指定管理料　46,200（千円）　３年間
○平成20年３月議会において、高齢者生活福祉センター和田苑・しらとり苑及び油田等集会
施設３施設について、非公募による指定管理者の指定を行う予定としています。

　指定管理者制度は、議会議決を担保として、行政処分行為を指定管理者
に委任する制度であることから、行政は公の施設の管理者としてコンプラ
イアンス等についてのモニタリングが求められるものであり、指定管理者
の円滑な管理運営に資するよう、指導・協力を行うものとします。

　　平成１８年３月、グリーンステイながうらほか１６施設について、非公募により指定管
理者の指定を行いました。
（期間H18.4.1～H19.3.31）
施設内訳：スポーツ・レクリエーション 5 産業振興 3 文教 8
指定管理料総額は、約６，５００万円
　平成１８年６月、デイサービスセンター文珠苑ほか１５施設について非公募により指定管
理者の指定を行いました。
（期間H18.9.1～H21.3.31）
施設内訳：社会福祉 9 産業振興施設 3 文教施設 3
１５施設の指定管理料総額は、約１，０００万円
（高齢者生活福祉センター「和田苑」「しらとり苑」以外は指定管理料無し）
　平成１８年９月、油宇集会施設ほか３施設について、非公募により指定管理者の指定を行
いました。
（期間H18.10.1～H19.3.31）
文教施設・・・・・・・・・・・・・・・・・３
３施設の指定管理料総額、約２５万円
　（社）東和ふるさとセンター及び(有)サザンセトとうわについては、公募型指定管理者制
度の実施により選定され、瀬戸内海リゾート㈱については、単独で指定管理者に選定され、
経営診断結果に基づき経営改善を総合的に検討し、経営改善を図りました。
大島、橘歴史民俗資料館は休館としました。

Ｈ１９ Ｈ２２Ｈ２１Ｈ２０

検討
実施
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○平成21年３月議会において
　東和在宅老人デイサービスセンター
　デイサービスセンター文珠苑
　デイサービスセンター高塔苑
　デイサービスセンター油田苑
　デイサービスセンター和田苑
　デイサービスセンターしらとり苑
　デイサービスセンター福寿苑
・上記５施設の指定期間　H21.4.1～H24.3.31
　周防大島町高齢者生活福祉センター「和田苑」
　周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」
　由宇集会施設
　小泊集会施設
・上記４施設の指定期間　H21.4.1～H22.3.31
について非公募による指定管理者の指定を行う予定としています。

Ｈ２１

　平成21年１２月議会において下記施設の公募による指定管理者の指定を行いました。
　　　　　　施設の名称　　　　　　　　　　　　　　　　指定管理者
・周防大島町久賀歴史民俗資料館、周防大島町　　　　特定非営利活動法人
　町衆文化伝承伝承の館及び周防大島町町衆文　　　　周防大島自然体感クラブ
　化の薫る里公園
　（指定管理料　37,900千円（３年間））
・日本ハワイ移民資料館　　　　　　　　　　　　　　大島国際交流協会
　（指定管理料　7,500千円（３年間））
・周防大島町サン・スポーツランド片添、周防　　　　社団法人 東和ふるさとセンター
　大島町片添ケ浜温泉遊湯ランド及び周防大島
　町青少年旅行村
　（指定管理料　12,000千円（３年間））
・周防大島町陸奥野営場、周防大島町立陸奥記　　　　大野工業株式会社
　念館及び周防大島町なぎさ水族館
　（指定管理料　11,382千円（３年間））
・周防大島町総合交流ターミナル　　　　　　　　　　有限会社 サザンセトとうわ
　（納付金　6,150千円（３年間））
・竜崎温泉潮風の湯　　　　　　　　　　　　　　　　藤本グループ
　（納付金　0円（３年間））
　※上記の施設の指定期間　H22.4.1～H25.3.31(３年間)
　平成22年３月議会において下記施設の非公募による指定管理者の指定を行う予定としてい
ます。
・周防大島町高齢者生活福祉センター「和田苑」
・周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」
・由宇集会施設
・小泊集会施設
　※上記施設の指定期間　H22.4.1～H23.3.31（１年間）

Ｈ２０

35



Ｈ２２

○グリーンステイながうら施設について公募を行い瀬戸内海リゾート（株）を指定管理者と
して指定しました。
・指定期間　　Ｈ.23.4.1～Ｈ.28.3.31
・指定管理料　50,726（千円）　５年間（指定管理期間を３年から５年に変更）
　平成23年３月議会において下記施設の非公募による指定管理者の指定を行う予定としてい
ます。
・周防大島町高齢者生活福祉センター「和田苑」
・周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」
・由宇集会施設
・小泊集会施設
　※上記施設の指定期間　H23.4.1～H24.3.31（１年間）

　指定管理者制度を導入すべき施設について、導入を完了し
ました。
　今後は、指定管理者制度を導入した公の施設について、施
設の管理が適正かつ確実に履行されているか、又は指定管理
者から提供される公共サービスの水準が維持されているかな
どを、確認及び評価するため、周防大島町指定管理者制度モ
ニタリングマニュアルに基づきモニタリングを実施します。

達成状況

Ａ
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Ｈ２１Ｈ１９ Ｈ２０

13　電子自治体の構築 (30) 　電子役場の構築

Ｈ２２

計 画 期 間

Ｈ１８
取 組 内 容 効 果 Ｈ１７

　高度情報化社会に対応し、職員の知的生産性を高めるため、１回の認証手続きで
複数のアプリケーションなどにアクセスできる、シングルサインオンによるグルー
プウエアの機能強化を図ります。
　合併による庁舎間の距離的制約を解消し、ペーパーレスによる経費の削減に資す
るため、財務会計システムと文書管理システムの電子決裁を導入するとともに電子
申請・電子調達等、電子自治体の構築をめざします。
　また、誰でも簡単にネットに接続することにより、多様で自由かつ便利な「コ
ミュニケーション」の実現に主眼を置いた情報通信技術であるＩＣＴを活用して、
「いつでも」「どこでも」「だれでも」「おなじように」、ネットワークが簡単に
活用できるユビキタスネットワーク社会の実現をめざします。

地理的要件による制約の解消、業
務の合理化・効率化。

今後の取り組み

Ｈ１７

　掲示板機能・電子メールの運用により情報の共有と一斉周知により、事務の効率化を図り
ました。また、文書管理システムの運用により、公文書目録の一括作成が可能になりまし
た。
　住民票の写し、戸籍の附票の写し等の戸籍住基の交付申請及び納税証明書等の各税証明書
の交付申請について、やまぐち電子申請サービスに協同参画し運用を開始しました。

　自治体間のLGWAN文書交換システムの進展と共同歩調し、電子文書を文
書管理システム上で収受することによりペーパーレスを実現します。
　また、シングルサインオンに対応したシステムにバージョンアップし、
情報セキュリティの強化と一元化を図ります。

Ｈ１８
　やまぐち電子申請サービスにより福祉関連等の１６手続きについて運用を開始しました。
LGWAN文書交換システムに対応するため、地方公共団体組織認証基盤（LGPKI）の登録分局を
整備しました。

これまでの取組内容及び成果

Ｈ２１
　県内の１１市町による電子申請共同システムの再構築を行い平成２１年１０月から稼動し
ました。

　手続き内容の見直しを行います。

Ｈ１９

　今年度に職員採用試験受験申込、後援・共催申請、水道開栓・閉栓申請の手続きと福祉医
療費に係る手続きについて運用を開始します。
　地方公共団体組織認証基盤（LGPKI）の認証基盤を利用して、オンラインによる起債申請
事務を行いました。

　電子申請（予約）・届出サービスの手続きの拡充と利用促進を図りま
す。

Ｈ２０
　平成21年9月で現行の共同利用システムが更新されるので、今後の再構築の内容について
協議し、本町は、11市町と共同でシステムの再構築を行うことになった。

　再構築により手続の継続と見直しを行います。

Ｈ２２
　電子申請を活用して、水道閉栓申請、納税証明書の交付申請、住民票の写しの交付請求等
12件の申請がありました。

　手続き内容の見直しを行います。
達成状況

Ａ

調査・検討

国の動向を見ながら段階的実施
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